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第５章 森林・山村多面的機能発揮対策の情報提供・共有

５－１ 活動事例集の作成

森林・山村多面的機能発揮対策交付金を取得した活動組織のうち、広く一般に紹介できる

ような活動を実施している活動組織（14 団体）を選択し、現地で補完情報の聞き取り調査を

行うとともに写真の提供依頼を行い、その結果を基に活動事例集を作成した。

また、事例集の作成にあわせて、令和３・４年度に作成した活動事例集について、平成 25 年

度から令和２年度までの活動目的や活動効果等ごとに分類した活動事例一覧表に整理・分析

し、記載情報を更新した。

（１）事例集の構成、掲載団体の検討

対象とした活動組織は、事前に行った地域協議会へのアンケート調査時に、全国の活動組織の

参考となるような取組とその活動組織について聞き取りを行った結果を踏まえて選定した。

（２）補完情報の現地聞き取り

聞き取り調査は、今年度アンケート調査を実施した活動組織の中から、活動事例集への掲載

にふさわしいと考えられる活動組織 14 団体を選び、実施した。聞き取り調査の概要を下表に示

す。

図表 5.1.1 聞き取り調査の概要

活動組織名 活動地域 実施日 

1 標津の森を守る会 北海道標津町 令和４年８月 17 日

2 かみかわ里山ネット 北海道旭川市 令和４年７月 28 日

3 五日市里山を考える会 岩手県八幡平市 令和４年 10 月５日

4 枝郷地域づくり会「さとやま・ま森隊」 秋田県大仙市 令和４年11月12日

5 細野の山を愛する会 山形県尾花沢市 令和４年 11 月２日

6 NPO 法人 馬頭農村塾 栃木県那珂川町 令和４年９月 26 日

7 NPO 法人 自遊クラブ 神奈川県相模原市 令和４年７月 29 日

8 NPO 法人 ぎふし森守クラブ 岐阜県岐阜市 令和４年11月15日

9 猪之頭振興協議会 静岡県富士宮市 令和４年９月 20 日

10 三ツ口山を守る会 三重県熊野市 令和４年10月17日

11 五名里山を守る会 香川県東かがわ市 令和４年 12 月７日

12 赤坂竹林整備組合 福岡県福岡市早良区 令和４年８月３日

13 TAKE NO EN 長崎県長崎市 令和４年７月６日

14 上松山区 熊本県宇土市 令和４年７月５日

活動事例集の作成にあたっては、アンケート調査と聞き取り調査の結果を基に作業を進め、

必要に応じて適宜活動組織に事実関係の確認を行った。特に、掲載可能な連絡先及び写真につ

いては別途提供を依頼した。また、完成後、活動組織に掲載ページのイメージを送付し、内容

確認を依頼した。活動事例集の概要を下表に示す。
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図表 5.1.2 活動事例集の概要

項目 内容 

名称 令和４年度 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 活動事例集

事例集の構成 
表紙、目次（掲載団体一覧）、掲載活動組織の活動所在地図

活動事例紹介 １団体２ページ

活動事例紹介

の構成 

活動組織名／活動組織の情報／活動タイプ／活動の概要／特徴的な取組

／他の活動組織でもできる工夫点／活動の成果／活動上の課題、その対

応策／今後の展望

掲載団体 

標津の森を守る会

かみかわ里山ネット

五日市里山を考える会

枝郷地域づくり会「さとやま・ま森隊」

細野の山を愛する会

NPO 法人 馬頭農村塾 

NPO 法人 自遊クラブ 

NPO 法人 ぎふし森守クラブ 

猪之頭振興協議会

三ツ口山を守る会

五名里山を守る会

赤坂竹林整備組合

TAKE NO EN 

上松山区

（３）原稿の作成・編集

アンケート調査、聞き取り調査の結果より、今回選定した 14 団体の活動組織の森林整備活動

の内容を紹介する活動事例集を作成・編集した。作成原稿は資料編に掲載した。

（４）活動事例一覧表の整理・情報更新

事例集の作成にあわせて、令和３・４年度に作成した活動事例集について、平成 25 年度から

令和２年度までの活動目的や活動効果等ごとに分類した活動事例一覧表に整理・分析し、記載

情報を更新した。図表 5.1.3 情報を追記・更新した活動事例一覧表を参照。
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図表 5.1.3 情報を追記・更新した活動事例一覧表 
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５－２ モニタリング調査のガイドライン普及に向けた現地検討会、スキルアップ研

修の開催 

 

（１）開催概要 

地域協議会の活動組織への指導能力向上のため、地域協議会の担当者を対象に、先進事例（本

交付金交付対象外の事例も含む）の共有やワークショップ、有識者による話題提供等を内容とす

るスキルアップ研修を以下の内容で開催した。 

 

図表 5.2.1 現地検討会・スキルアップ研修の開催概要 

 

開催にあたっては案内資料を作成し、事前に各協議会に送付し周知を図るとともに参加者を募

った。また、ワークショップのテーマ（検討議題）を事前に参加者に連絡することで、各ワーク

ショップにおける意見交換の促進と円滑な進行を図った。 

項目 内容 

目的 
地域協議会の活動組織への指導力向上のための、本交付金を活用した取組を進
める上で参考となる知見や事例の紹介ならびに、それを踏まえた地域協議会同
士の意見交換を通じた情報共有 

対象 全ての地域協議会（45 団体） 

開催日時 令和 4 年 9 月 14 日（水）～令和 4 年 9 月 16 日（金）の 3 日間 

開催方法 現地開催 

開催場所 

9 月 14 日（水）東京都豊島区内（アットビジネスセンター池袋駅前 別館） 

9 月 15 日（木）神奈川県相模原市内（活動組織「自遊クラブ」の活動地ほか）

9 月 16 日（金）東京都豊島区内（アットビジネスセンター池袋駅前 別館） 

参加者数 

9 月 14 日（水） 49 名（32 地域協議会） 

9 月 15 日（木） 50 名（32 地域協議会） 

9 月 16 日（金） 48 名（31 地域協議会） 

プログラム 

【1 日目（9 月 14 日）】 

・森林・山村多面的機能発揮対策の概要説明（林野庁） 

 ・ワークショップ「交付申請段階の事務について」及び各班の発表 

 ・モニタリング調査に関する説明（事務局） 

・2 日目の現地実習の案内（事務局）、グループトーク（班毎に 2 日目の作業

の進め方のイメージ共有）   

【2 日目（9 月 15 日）】 

 ・現地実習（自遊クラブの活動地／人工林、広葉樹林の 2 タイプ） 

・活動組織の取組紹介（自遊クラブ及び連携団体） 

・ワークショップ「モニタリング調査方法について」及び各班の発表 

【3 日目（9 月 16 日）】 

・ワークショップ「実施状況報告の事務について」及び各班の発表 

・ワークショップ「関係人口とのマッチング促進」及び各班の発表   

・マッチングイベントに係る話題提供（地域協議会、事務局） 
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（２）各日の開催概要

各日に実施したワークショップ等の概要を以下に示す。 

図表 5.2.2 １日目 森林・山村多面的機能発揮対策の概要説明

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 14 日（水）14：10～14：30 

場所 アットビジネスセンター池袋駅前 別館 7 階 706

説明者 
・林野庁 森林利用課 山村振興指導班

課長補佐 山田 雅晃、指導係長 羽田 望、企画係長 梅原 徳晃

説明内容 

資料「森林・山村多面的機能発揮対策について」に基づいて説明。

○森林・山村多面的機能発揮対策は令和４年度までは単独で予算要求を行って

いたが、令和５年度からは「森林・山村地域振興対策」の枠組みの中の一事

業として位置づけ、アドバイザーに係る経費を増額要求中。支援メニューに

ついては令和４年度からの変更点は特にない。

○令和 3 年度に創設した森林・山村多面的機能発揮対策アドバイザー制度につ

いて、令和４年度より、新たなアドバイスの分野として「森林生態・植生」

を追加。また、林業普及指導員についてもアドバイザーに準じる形で活用い

ただきたい。

○マッチングイベント（既存の活動組織と新たな関係人口の方々を結びつけ、

関係人口の創出・維持につなげるイベントやしくみ）の開催に伴う経費を協

議会の運営費に計上可能なのでぜひ活用いただきたい。

○交付金を活用した活動中に重大事故が発生している。安全確保には充分に留

意いただくとともに、万一事故が発生した場合は速やかに林野庁に報告いた

だきたい。

○令和４年度に会計検査院が８道府県の地域協議会に対して行った会計検査

における指摘事項を紹介する。適正な執行をお願いする。

○地方公共団体による上乗せ支援について、市町村の財政負担割合は増加傾向

にあるが、引き続き都道府県、市町村に対して、地域協議会からも働きかけ

をお願いしたい。

開催風景 

会場の様子 林野庁からの説明
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図表 5.2.3 １日目 ワークショップ「交付申請段階の事務について」 

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 14 日（水）14：30～15：40 

場所 アットビジネスセンター池袋駅前 別館 7 階 706 

コメンテー

ター 

・林野庁 森林利用課 山村振興指導班 
・原田 明 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委員

／一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティビジネスチーム

長） 
・井野 道幸 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委

員／熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長） 

発表内容 

※黒字は参加者の発言。青字はコメンテーターの発言

①採択審査においての失敗談や困り事、申請団体からのよくある問合せ等 

【審査の過程で困ったこと】 

○申請者（活動組織）の理解不足があり、そのままでは受理不可の書類を拾い

上げる作業が大変。 

○活動組織には高齢の方が多く、パソコンが使えないケースも多い。 

→県や地域協議会が文書作成を手伝うケースがままある。 

○申請活動組織数が多く、事務負担が大きい。 

→チェックリストを作成し、申請時に活動組織に記入してもらうことで事務

作業を簡素化。県が記入例を作成してくれたケース、市町村が間に入って

書類のとりまとめに協力しているケースもあった。 

→申請書類の記入支援のしくみを整えている例もある（ＧＩＳを用いた図

面、整備プラン案を協議会が準備）。 

○募集期間が短く、申請者だけでなく審査側も大変（3～5 月は特に大変）。

○森林計画図と字図が一致しない。 

→ＧＩＳを活用して重ね合わせ・補正を行う。 

○林小班と地番の不一致が生じる。 

→森林所有者の協力を得て解消を試みてはどうか。 

○活動組織が古い森林簿、森林計画図を使っていて、現状と不一致が生じ、

結果として申請を断念するケースもある。 

○活動組織に森林計画図や公図の利用を促すが、図面を取得する行為自体が活

動組織には負担に感じている面がある。  

→面積は森林簿・森林計画図で確認するように助言するとよい。 

○境界や隣接所有者が分からないケースがある。 

【活動組織からのよくある問合せ】 

○活動地を探すのが大変。 

→地域協議会としては、森林経営計画との重複の確認に手間がかかる。 

○山林に隣接する原野で交付金を使った活動ができないのか？ 

→一体的に管理すると効率がよいのではないか。 
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→地目が原野でも現況が森林であれば活動可。農地であっても、農業委員

会に申請して非農地証明の取得が可能（非農地証明が簡単に取得できず

に、申請を断念するケースもある）。判断に迷う場合は林野庁に問い合

わせを。 

○モニタリングの調査方法がよく分からない。 

→目標や整備内容が活動組織の実態と乖離していて実現性が低いと思われ

るケースもあり指導が必要。 

○安全講習、モニタリング調査は何をすればよいのか？ 

○資機材、傷害保険について、何が支援対象になるのか分からない。 

→相談を受ける都度、判断して対応。 

○保険の申込手続に事務的な負担を感じる。 

○４年目以降の活動について、中山間地域とそれ以外の地域との間に不公平

感があると感じる。 

○獣害対策に使いにくい。 

○活動の方向性や目的について活動組織に対面で確認（活動がしたいのか、

資機材を買いたいのか）。 

②審査に関する独自の仕組みや工夫点等 

○まず現場を見る（ＧＰＳも活用）。           

○早い段階で現場で計画範囲や林相を確認しておくと、その後の作業がスムー

ズ。 

○申請図面が不正確な場合は、協議会が現場確認。その際に県の担当も同行し、

情報の共有を図る。 

○ＧＩＳ等を活用すれば面積の計測もできる（航空写真にフリーハンドで記入

する形での対応でもよいのではないか） 

 →双方の作業の手戻りを考えると、協議会で申請図面を作成するという選択

肢もある。 

○協議会が収支の記入書式を作成し、活動組織に配布している。 

○書類の内容確認を県にお願いする（ただし、県の担当が異動で変わると対応

が変わることがある。また複数の組織で確認を行う分、時間かかるのが課題）

→やはり協議会が直接申請や問合せを受けて対応を行う形がよいのではない

か。 

③審査に際して重視すべき点、申請団体に確認が必要な項目等 

○活動基盤がしっかりした団体の育成が重要。 

発表風景 
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図表 5.2.4 １日目 モニタリング調査に関する説明

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 14 日（水）15：50～17：00 

場所 アットビジネスセンター池袋駅前 別館 7 階 706

説明者 ・事務局（公益財団法人日本生態系協会 松浦 重徳）

説明内容 

資料「森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業に係るモニタリング調査」に基

づいて、以下の事項を説明。

○モニタリング調査の目的、必要性

○モニタリング調査の実施・報告の作業フロー

○目標（目標林型）の設定とモニタリング調査方法の設定

○モニタリング調査方法を設定する際の手順と留意点

○モニタリング調査の手順

○モニタリング調査方法の例（相対幹距比調査、胸高断面積調査、見通し調査、

木材資源利用調査）

○モニタリングの調査区の設定

○モニタリング結果報告書の記載上の注意点

説明風景 

説明の様子
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図表 5.2.5 ２日目 現地実習 

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 15 日（木）10：30～12：00 

場所 活動組織「NPO 法人 自遊クラブ」の活動地（神奈川県相模原市緑区根小屋）

説明者 

・林野庁 森林利用課 山村振興指導班

・原田 明 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委員

／一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティビジネスチーム

長）

・井野 道幸 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委
員／熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長）

・丹羽 健司 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委
員／NPO 法人 地域再生機構 木の駅アドバイザー）

・浜田 耕治 氏（NPO 法人 自遊クラブ 理事長）

実習内容 

【実習内容】

○参加者 38 名（事務局、説明者除く）を 2 グループ（3 班☓2 グループ）に分

け、2 つの森林タイプ（人工林と広葉樹林）でモニタリング調査を実習。な

お、実習は班単位で行った。

○人工林、広葉樹林における実習時間は各 40 分とし、全ての参加者が 2 つの

異なる森林において実習できるようにした。

○目標林型及び 3 年間の整備内容の設定、モニタリング調査（相対幹距比調

査、胸高断面積調査等）の実施

○モニタリング調査については 1 日目のグループトークで話し合った内容を

踏まえて、各班が自主的に実施。不明点については適宜、説明者（人工林／

林野庁・原田氏、広葉樹林／林野庁・井野氏）が補足説明や助言を行った。

○調査に必要な道具（巻き尺、測竿ポール、杭等）、野帳は事務局が準備し、現

地において班単位で配布した。

実習風景 

人工林での実習風景
広葉樹林での実習風景
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図表 5.2.6 ２日目 活動組織の取組紹介 

 

  

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 15 日（木）13：30～13：55 

場所 相模原市 串川地域センター 多目的ホール（神奈川県相模原市緑区青山 1012）

説明者 ・浜田 耕治 氏（NPO 法人 自遊クラブ 理事長） ほか 

説明内容 

【自遊クラブの取組紹介】 

○平成６年に団体を設立し、平成 16 年度に NPO 法人化。かつては斜面林と

畑が形成されていたが、その後放置され荒廃していた場所を、林野庁の交付

金を受けて約 2.5ha の里山林を整備。 

○森林資源を循環利用するかつての里山林を再生しつつ、環境学習や自然体験

などの機会の提供を通じて、近隣の小中学生の環をはじめとする地域住民

に、森の恵みを実感できるような場を整備していきたいと考えている。 

【連携団体の取組紹介】 

○自遊クラブの活動地に隣接する森林を保全管理。活動地は、17 年前に現在

の所有者が私財を投じて買い取り、保全していた森林。 

○マウンテンバイクのコースづくりや、森遊びなどの里山を活用した環境教

育、企業との連携などの取組を通じて、森の豊かさを皆で共有しつつ、地域

の財産として次世代に継承していきたい。車いすでの利用も含めて、幅広い

世代・層に興味・関心を持っていただくような機会を提供したい。 

説明風景 

 

活動紹介の様子 
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図表 5.2.7 ２日目 ワークショップ「モニタリング調査方法について」 

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 15 日（木）13：55～15：45 

場所 相模原市 串川地域センター 多目的ホール（神奈川県相模原市緑区青山 1012）

コメンテー

ター 

・林野庁 森林利用課 山村振興指導班 
・原田 明 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委員

／一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティビジネスチーム

長） 
・井野 道幸 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委

員／熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長） 
・丹羽 健司 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委

員／NPO 法人 地域再生機構 木の駅アドバイザー） 

発表内容 

※黒字は参加者の発言。青字はコメンテーターの発言

①人工林におけるモニタリング調査について 

【1 班】 

○目標林型は景観重視。100 ㎡あたり 11 本、相対幹距比 11.2 を目標とした。

○3 年間にこだわらず長期的視点を持って取り組む。2 年目に相対幹距比 1 ポ

イント改善を目指す。 

○相対幹距比を算出する場合は上層木（樹高 25～27ｍ）に着目する。 

○目標林型は長期的視点を持ち、森林所有者との関係を構築し、一緒に楽しく

取り組むことも同様に重要。森林所有者との対話が基本かつ重要（めんどう

くさがらない）。また、モニタリング調査を目的にすべきでない。 

 

【2 班】 

○形状比が高い林分での過剰伐採は災害リスク増加を招く恐れがある。 

○間伐本数を減らす、細めの木を選択して間伐する等の対応が必要と感じた。

○間伐が遅れた結果、形状比が高い林分になるケースが少なくない印象。 

 

【3 班】 

○チェーンソー暴走族にならず、計画的に整備。作業に意味を持たせ、メンバ

ーと共有することが重要。その積み重ねが目標林型の実現につながる。 

○調査結果を受けて、整備の意義や整備の必要性を仲間だけでなく森林所有者

と共有することが重要。 

○森を育てる整備は目に見える効果がすぐに現れないことがあるので、長期的

な視点を持って取り組む必要がある。 

○地域振興の視点（地域の興味・関心をひく視点）も重要ではないか。 

②広葉樹林におけるモニタリング調査について 

【1 班】 

○混み具合調査は、針葉樹は樹高と本数に着目。広葉樹は樹高にバラツキがあ

った。 

→（林野庁）広葉樹林では相対幹距比を用いず、胸高断面積を用いて調査。

○胸高断面積 12 ㎡/ha 程度で相対照度 30％となるとの研究結果がある。 
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○人工林では相対幹距比を用いるのが基本。土壌環境（土壌流出、土壌動物の

状況）なども含めて全体見る視点も必要ではないか。

【3 班】 

○胸高断面積の適性値に留意が必要。

【4 班】 

○景観改善（森の若返り）を目指す。初回調査を踏まえて、相対幹距比の数値

目標は 20.2 と設定。

○枯損木（ナラ）を除伐。1 年目は立ち枯れ木の伐採。2 年目はナラ枯れの樹

木の伐採。3 年目に間伐。1 年に 1 本ずつ伐採するペース。

○人間の健康診断と同様に、現在の森の状況をしっかり見ることが大切。

○胸高断面積の目標値は 12 ㎡/くらいまで落とすのが理想。ただし、環境の激

変には注意が必要。また、ナラ枯れが目立つので、今後枯損木が発生した時

の対応の想定が必要ではないか。

【5 班】 

○10ｍ×10ｍの方形の標準地を設置。

○胸高直径 5cm 以上の立ち木 9 本に対処（立ち枯れ、虫食いが各 1 本あった）。

間伐、刈払いによる見通しのよい森づくりを目指す。2 年目で間伐終了。3 年

目に刈り払いを行う。

→3 年目に刈り払いを行う視点は興味深い。森林整備に生物多様性保全の視

点を加味してもよいのではないか。

【6 班】 

○照度が低いと感じた。50ｍ先まで見通せる森林（明るい空間、子ども達が遊

べる空間の創出・維持に留意）を目標とした。

○切り捨て間伐は年間１～2 本を想定。

○林床に切り株が多く、つまずくことがあった。子どもを森に入れることを考

えると、チップ等で凹凸の解消を図るのも一案と思った。

○伐りすぎると林床の植生が繁茂することもある。

○伐採木を玉切りすると、クワガタの幼虫の生息空間を創出できるかもしれな

い（ただし、これは自然任せなので定量評価にはなじまない面がある）。

実施風景 
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図表 5.2.8 ３日目 ワークショップ「実施状況報告の事務について」

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 16 日（金）9：05～10：15 

場所 アットビジネスセンター池袋駅前 別館 7 階 706

コメンテー

ター

・林野庁 森林利用課 山村振興指導班

・原田 明 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委員

／一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティビジネスチーム

長）

・井野 道幸 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委
員／熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長）

発表内容 

※黒字は参加者の発言。青字はコメンテーターの発言

①審査においての失敗談、困り事、活動組織からのよくある問合せ

○申請書類の提出期限が守られない。

○12 月以降に届く書類の修正に時間がかかる。2 月締切なのに 3 月まで活動

を行っていたため、処理ができないケースがあった。

→中間報告をしてもらうことで早めに記載内容の確認（不明点の解消）を

行うとともに、締切を早めた（2 月中旬など）。

○添付書類がついていない。写真の添付がない。

→チェックリストを作成することで添付漏れを防止。

○書類間で記載内容の不整合がある。

→確認事項を絞って確認する。

○全国共通の書類のチェックリストがない。

→協議会によってチェック項目にバラツキがある。

→特に問題となる点、問合せをよく受ける点を中心にチェックする。

→保険加入の有無については、通帳の支出記録で確認した。

→活動内容が多岐にわたる（作業内容や使用する物品が多岐にわたる）

が、チェックリストを作成することで逆に活動の多様性が失われる可能

性があるかもしれない。

○何をどのように審査するか迷いがある。

○モニタリング調査の標準地の設定前後の記録を写真撮影しておくように指

導（成果報告書を作成する段階になって慌てる活動組織がある）。

○対象外、期間外の物品購入があった。

→領収書、購入物品の写真で対象物品を除外した（領収書だけでは個別の

物品確認が行えないことがある。例えば機械番号、商品番号の記載しか

なく、どれがどの物品か対応関係が分からないケースなど）。

○計画通りに作業が行われていない活動組織があった。

→中間時に報告を提出してもらい、進捗を確認するようにした。

○活動組織の総会が開催されていない。

→必ず開催してほしい旨を活動組織に伝えている。コロナ禍で対面での開

催が難しい場合には書面評決も可ということを活動組織に伝えている。

→活動組織数が多いと、総会の開催状況についての実態把握が困難。
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○活動組織が書類作成に不慣れ。手書き書類での提出でデータ整理に苦労。 

→パソコンができる人を確保。 

→エクセルで入力書式を作成し、活動組織に配布。 

→写真はその日のうちにパソコンに保存・整理して、打ち出しておく（打

ち出しておくことで、後でスキャンして利用することが可能）。 

②審査に関する独自の仕組みや工夫点など 

○締切前に中間報告、報告書の仮提出をさせることで進捗を把握。 

→12 月末までの「遂行状況報告書（進捗率をざっくりと％表示で記入して

もらう書式）」を提出してもらっている。 

○精算作業を前倒しし、事前確認することで年度末の繁忙期を平準化。 

○概算払いにも対応している（令和 4 年度から概算払いは 9 割まで可能）。 

○アドバイザーに現地同行してもらっている。 

→対面で活動組織の相談事等に対応（対面で相談したいという活動組織の

ニーズがある。 

○県、県の出先機関経由で書類を提出してもらっている（二重確認）。 

○書類の確認作業や相談対応については協議会で完結するようにした方が、

結果的に作業効率、作業に要する時間、活動組織の実態把握の観点からは

望ましいのではないか。 

○検査要領を作成して全数検査を行っている。 

→事務負担は大きいが、極力、現地で確認するようにしている。 

③審査に際して重視すべき点、活動組織に確認が必要な事項など 

○面積が申請書通りか確認。 

○通帳で資金の支出明細を確認。 

○資機材を購入した場合には稼働状況を確認。 

○林小班ごとに収支を確認（対象外物品を確認した場合には除外）。 

○手間はかかるが、活動記録を細かく確認するようにしている。 

○写真の使いまわし（同じ写真のコピー）の有無を確認。 

○事前に「審査で訪問することがある」旨を通知。 

→実際には訪問しないこともあるが、活動組織に緊張感を持ってもらう点

で意味がある。 

実施状況 
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図表 5.2.9 ３日目 話題提供 

  

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 16 日（木）10：25～10：45 

場所 アットビジネスセンター池袋駅前 別館 7 階 706 

説明者 

・吉田 稔 氏（公益社団法人とちぎ環境・みどり推進機構） 
・原田 明 氏（一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構） 
・長谷川 剛司 氏（公益財団法人静岡県グリーンバンク） 
・事務局（公益財団法人日本生態系協会 グランドデザイン総合研究所 副所長

亀田 聡） 

説明内容 

【公益社団法人とちぎ環境・みどり推進機構の事例紹介】 

○里山林の保全・利活用の担い手を確保するための仕組みとして「とちぎ森づ

くりサポーター」制度を運営。本交付金に関する説明会において「とちぎ森

づくりサポーター」の会員や、森づくり活動の主催者を募集。また、別途主

催している森づくりに係る学習プログラム「とちぎ里山塾」において活動組

織の活動紹介を実施。これらの既存の取組と活動組織の活動の橋渡しを行っ

ている。 

【一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構の事例紹介】 

○森づくりに関する別組織主催のイベント（みどりとふれあうフェスティバ

ル）にブース出展し、来場者に対し、交付金に係る活動のパネル展示を使っ

た説明や、交付金の募集説明会の案内チラシを配布。竹細工をテーマにした

体験型ワークショップの開催を通じて、森林に対する興味・関心を持ってい

ただくとともに、竹林管理を通じた環境保全の取組趣旨の周知を図った。 

【公益財団法人静岡県グリーンバンクの事例紹介】 

○里山の保全と利活用をテーマにした対面とオンライン併用のマッチングイ

ベントを令和 3 年 11 月に開催。約 80 名（会場 17 人、オンライン 66 人）

のうち、関係人口に相当する参加者がほぼ半数だった。今年 10 月に、関係

人口をテーマにしたオンラインイベントを 2 回、11 月マッチングイベント

を 1 回開催予定。コロナ禍での関係人口の創出を試行中。 

【全国のマッチングイベントの実施状況】 

○令和 4 年度の地域協議会向けアンケートのうち、関係人口の創出、マッチン

グイベントに係る設問の回答状況を説明。 

説明風景 
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図表 5.2.10 ３日目 ワークショップ「関係人口とのマッチング促進」

項目 内容 

日時 令和 4 年 9 月 16 日（金）9：05～10：15 

場所 アットビジネスセンター池袋駅前 別館 7 階 706

コメンテー

ター

・林野庁 森林利用課 山村振興指導班

・原田 明 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委員

／一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティビジネスチーム

長）

・井野 道幸 氏（森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委
員／熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長）

発表内容 

※黒字は参加者の発言。青字はコメンテーターの発言

①今後想定されるマッチング促進策のテーマ・内容など

○他団体のイベントブースへの出展、ＷＥＢイベントを通じたＰＲ等を今年度

実施予定。

○若者や女性が多い活動組織は関心を持って取り組むかもしれない。

○外部からの参加は必ずしも地域にプラスにならないことがある。

○協議会としてマッチングの趣旨を理解できていない面がある。

○立ち上げ事例が少なく手探りの状態にある。

○マッチングイベントを予定している活動組織が少ない。

○市町村との連携（市町村と連名で組織名を記載したチラシ配布など）

○既存のネットワークを活かして活動組織を支援（大阪府）。

○放置竹林をテーマとしたイベントで交付金の活動を説明（福岡県）。

○参加者が 3,000 人を超えるようなイベントでの情報発信を行っており、発信

効果を期待している。

○どうすれば多面的機能発揮対策の取組の裾野を広げられるかを考える。

→自分（個人）、自分が所属する活動組織が得意なこと、得意な分野に絡め

たＰＲや取組をしてはどうか（熊本県ではその旨を検討）。

○既存団体のネットワークを借りて必要な人材を確保（阿蘇の野焼きとの連携

／熊本県）。

○安全講習については協議会がサポートする形がよいのではないか。

②マッチング促進策の企画・実施に係る課題・解決策

○１から取り組むのは難しいので、林業等のイベントへの参加（ブース出展し、

参加者に活動を説明等）など、既存の取組との連携が想定される。

○先行事例の共有

→活動組織の取組状況をアンケートで把握している（北海道）。

→活動組織の取組状況をオンライン形式で行った協議会が２団体あった。

○誰を対象に、何をしたらよいか分からない。

→市町村との連携がよいのではないか。

○活動組織が必要性を感じていない。

→メリットの提示が必要ではないか。

○資金確保、ＰＲの手法が課題。
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→県や市町村との連携が必要。

○参加者 10 名はハードルが高い。

○ブース出展の内容に悩んでいる。

→できるところから取り組んではどうか。

○地域の取組に関わる人を増やすことが重要ではないか。

→地域の特色、活動組織の得意なこと・分野を活かして外部にＰＲ。

③マッチング促進に向けたアイデア（イベント以外も含む）

○若者や女性への働きかけを突破口にするのがよいのではないか。

○協議会と県・市町村との連携が必要ではないか（県や市町村に対して、分か

りやすく意義を説明する必要がある）。

○実態把握のためのアンケートの実施。

○企業との連携（ＣＳＲ、脱炭素がキーワードになるのではないか）。

→企業側の取組ニーズは多様化している。企業の森などのように法人として

の参加だけでなく、個人としての参加もある。多様なニーズに対応した活

動フィールドを紹介できるかどうかもポイントなってくるのではないか。

○新たな活動フィールドが少ない。

→自治体と連携して活動フィールドをストック（大阪府）。

○幼稚園との連携を試みたものの、個人情報の取り扱いの関係で話が立ち消え

になった。

○大学との連携を調整中。コロナ禍で延期になったものの、改めて連携の内容

等を調整することになった。

○山に関心のある層へのアプローチ（大学・市民団体などの既存イベント、キ

ャンパー、山ガールなどとの連携。山の中での自然観察会）。

○都市部在住の若者や企業などで、森に関心のある人の掘り起こし。

→多様なアプローチを通じてニーズを把握する視点が重要ではないか。

○既存の取組との連携（接点を探す）。

○一つ一つの小さな情報の組み合わせを考える（どうすると森林・山村多面機

能発揮の取組に関心を持ってもらえるのか、参加してもらえるかを考える）。

実施状況 
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（３）スキルアップ研修アンケート結果概要 

対  象：地域協議会担当者 

配布日：令和４年９月１４日（水） 

回収日：令和４年９月１６日（金） 

回収率：94.8% 

１）参加者の属性について 

①参加者の年齢層（n=37） 

 60 歳以上が最も多く、全体の４割を占めている。 

 
図表 5.2.11 参加者の年齢層 

②林業経験年数（n=37） 

  ワークショップや現地実習での班分けの際に、林業経験年数を参考にした。半数以上の担当者

が林業経験１０年以上である一方、２割が林業経験１年未満で本交付金担当者となっている。 

 

図表 5.2.12 林業経験年数 

 ③本交付金の実務に係る経験年数（n=37）  

林業経験の長短に関わらず、１年未満の担当者が３割以上いる結果となっている。 

図表 5.2.13 本交付金の実務に係る経験年数

図表 5.2.13 本交付金の実務に係る経験年数
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２）研修全体について

①研修に対する満足度（n=37）

※コメント表記は全てである調表記とし、固有名詞は特定されないよう変換した。

【コメント】 

 近くの県の担当者の方といろいろな話ができて、少し気持ちが楽になった。

 他の地域協議会と会話したいと思っていたので、理想の研修だった。

 各ブロックでまとまったのがよかった。内容が近いので議論を深めることが出来た。

 他の方と話が出来て大変よかった。経験者の方々から助言・指導をいただいたことや、それ

ぞれの取組、状況を伺えて大変参考になった。

 ４月から担当になることから、全ての研修が目新しく今後の業務の参考になった。

 グループワークが多く、楽しく研修を受けることができた。

 非常に勉強になった。継続していただけるとありがたい。

 毎年実施してほしい。

 大変勉強になった。

 経験豊富な方にリードしていただく形でワークショップが進行されたので、とてもよい雰囲

気で活発な情報交換ができたと思う。有難い仕組みだった。

 新任者にはある程度予備知識がないと難しい内容。業務実施にあたってとても参考になった。

今後も情報交換すべく継続してもらいたい。半年ぐらいで各活動組織への指導は大変。現場

中心の経験を積みたい。

 現地調査の時間に余裕をもったスケジュールにしていただくともっとよいと思う。様々な状

況や意見が聞けてよかった。

 全体的に時間が短く、満足に他協議会と話をすることが出来なかった。

 委員の意見を聞くよりも、その意見を踏まえての林野庁の見解を伺う時間を増やしてほしい。 

48.6% 43.2%

5.4%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（１）研修に対する満⾜度

満⾜（80~100%） やや満⾜（60~79%） 普通（40~59%）
やや不満（20~39%） 不満（20％未満） 無回答

図表 5.2.14 研修に対する満足度
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②研修内容の適切さ（n=37）

【コメント】 

 グループワークが多くてよかった。

 困り事や事業におけるポイントと思うので適切と思う。

 日常の業務ですぐに活かせる内容でよかった。とてもためになった。

 全般が示されていたので、事業全体の流れを確認できた。

 モニタリング調査を実際に行うことができて、指導すべき点等イメージが湧きやすかった。

 進行の方の進め方が丁寧で一つ一つ確認しながら進められた。核となるテーマに絞られてい

たと思う。

 今回のように現地研修があるとよい。

 積極的に事業に取り組んでいる協議会の活動事例を入れてほしい。

 地域の実情による内容があればよかった。

 林野庁から会計検査に必要な情報を提供してほしい。

③（本研修の）研修継続の必要度（n=37）

【コメント】 

 職員数が少なく、前担当との引継ぎも十分に出来ないような傾向にあるため、このような研

修は是非必要である。特に他協議会との情報交換は、非常に有益であった。

 また行っていただけると有難い。

 協議会の各局員が参加できるように、特に新しく担当となった局員は必ず参加できるように

毎年開催してほしい。

 今後も他県の先導担当者の交換の場を設定してください。できれば２月のセミナーにもお願

いしたい。

 必要（定期的に人事異動があるため）。

 各県独自の取組が多く、また毎年状況変化があるので、理解を深めるためにも継続してほしい。 

 雑談の中にもヒントがあった。

 各県の状況収集が出来るので継続してほしい。

図表 5.2.15 研修内容の適切さ

図表 5.2.16 研修継続の必要性
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 研修の内容に関してはとてもよいものだと思うので続けてもらいたい。

 近県の話を聞く機会は貴重。

④研修期間（日数）の適切性（n=37）

【コメント】 

 ちょうどいい期間だと思う。

 コロナが終われば現地での泊まり込みもよい。

 連続した日数を研修で割くことは、私を含め皆さん難しいとは思うが、複数回に分けてもよ

いので、もっとしてほしい。

 内容からすると必要。

⑤研修時期の適切性について（n=37）

【コメント】 

 ６月～９月中旬が望ましい。

 ７～９月が自分にとっては適期。他事業についても仕事があるのでちょうど仕事に余裕のあ

る時期である。

 兼務している仕事に比較的余裕がある時期で良かった。これから活動組織の活動が本格化す

る時期である、書類のチェックやモニタリングの指導に参考になる。

 夏は暑いが今が余裕がある。

 暑くも寒くもなくよい。

 秋はいろいろな事が多い。

 もう少し早めた方がよいと思う。

 もう少し早めの時期に実施出来ると、今回の研修でのヒントを今年度の活動に活かしやすい。 

⑥今後の研修で取り上げて欲しいテーマ・内容

 今回のテーマがよい、今回のテーマが私達にとってポイントと思う。

 他の協議会と意見交換する時間がほしい。

 各協議会で使われている様式や事務処理のテンプレの紹介と使用事例が聞けると嬉しい。

 地域協議会の業務について、話し合う機会（情報交換）を設けてもらいたい。

 協議会の運営、経理などの初任者向けの研修。

 協議会そのもの及び事務局の運営について

 他の協議会の事例。

 アドバイザー制度：活用状況・活用事例、保険：どんな保険があるのか、消費税：どう指導す

図表 5.2.17 研修期間（日数）の適切性

図表 5.2.18 研修時期の適切性について
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ればよいのか。 

 活動組織の高齢化、後継者対策。 

 関係人口創出は継続して取り上げてほしい。 

 マッチングイベントへの参加。 

 交付金の申請・変更・実施報告書の作成のポイントと留意点について林野庁から事例を混ぜ

て説明(研修)していただきたい。 

 事業終了後の活動団体の継続・その後の活動について。 

 特にテーマを絞り込まなくてもよいのでは？ 

 

⑦その他のご意見、ご要望 

 他県の方との情報交換の場はありがたい。  

 他の協議会等の課題等を話せることがよかった。  

 コロナの関係で懇親会もなかったので、グループ以外の人たちとの話をすることができなか

った。他の協議会と自由に話せる時間があれば助かる。 

 他府県の担当者から情報共有できたこと。工夫していることなど聞けたことが今後の仕事に

役立つことが多く得られた。直接会って交流できたことで、今後分からない時、現場の声を

聞きたいことがあれば伺うことができるきっかけを頂きました。  

 とてもよかった。  

 研修に参加した方の名簿を配布していただけると研修後に他の協議会との情報交換もスムー

ズになると思う。参加者に名札を用意していただけると顔と名前が一致しやすくなると思う。

研修に向けて、適切な事業地の選択など大変なご苦労があったと思う。今後の業務の参考に

したいと思う。ありがとうございました。  

 たくさんの団体がお見えなので時間的に大変だとは思うが、他の班との交流時間があるとよ

いと思う。  

 充実した研修だった。発表に際し書記の方がボードに書き込んでおられたものを後日ベタ書き

でもよいので共有していただけると有難い。コロナが終息したら、懇親会を開催してほしい。 

 ホワイトボードにワークショップの意見等をまとめていただだいて、本当に助かった。見返

すことが出来て、スマホにも撮って残した。2日目のワードでのまとめも同様に助かった。 

 いい研修会だった。ありがとうございます。  

 事務局の板書 Good! 関係人口、静岡作成の資料を配布して欲しかった。  

 もっと時間があれば・・・か、もっとテーマを薄めるか・・・・、もっと研修していただきたい。 

 モニタリング調査項目多い。植生調査、見通し調査、照度開空項目は、実施達成率が調査方

法により理解が難しい。 

 一連の業務を全て一度の研修でする必要はないのでは?事務処理について座学のみ、現地研修

のみとか集中しても良いと思う。ナラ枯れを放置しておいて良い様な資料や発言があるのは

いかがなものか。各県とも対応に苦労されており、防除に力を入れられているのではないか。 

 全国の協議会毎の活動実績（団体数、交付額、面積等）の一覧表があればよいと思う。各都

道府県の取り組みに関する考え方を分ければよいと思う。全国の協議会の構成メンバー（県

市町村、森林組合、その他の団体毎の人数）の一覧表があればよいと思う。  

 現地研修は段取りが大変そうだった。  

 会場がもう少し広いとありがたい。他の班の声の影響で藩内の発言が聴き取りにくい時が多

かった。  
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３）各プログラムについて 

①交付申請段階の事務について（９月１４日午後実施）（n=37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 他県の事例を聴くことができ有意義だった。 

 次年度の参考になった。 

 たまたま同じグループの中に意見をとりまとめてきた方が見えたので話し合いがしやすかっ

た。 

 他地域の実績や事務のノウハウが知れてよかった。コロナが無ければ、もっと多くの方と話

が聞けたのに、残念。 

 時間が短く、それぞれの話を十分にすることが出来なかった。互いに質問などが出来る時間

が必要と思う。 

 時間が短い。資料がざっくりとし過ぎている。悩みの共有ができた。 

 

 

 

 

図表 5.2.19 交付申請段階の事務について 
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②モニタリング調査の基礎知識（９月１４日午後実施）（n=37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 モニタリングについては分からないことだらけだったので、このような研修を行っていただ

き勉強になった。 

 説明後の意見交換で具体的な対応を聴くことが出来て良かった。 

 現地での調査を時間を気にして考える時間が余りとれず残念だった。経験者・上級者向けか

なと感じた。 

 こちらも少し予習してくればよかったが、森の健康診断の事例のお話をもう少し聞ける機会

があるとよかった。 

 ポイント等もっと深く話をして実践、助言、指導に役立つような点を重点にしてほしい。 

 人数の割に部屋が狭くグループでの話合いで他のグループの声で我々のグループの声が聞き

にくかった。 

 説明が丁寧すぎる。文字では具体をイメージできない。 

 

 

 

 

図表 5.2.20 モニタリング調査の基礎知識
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③モニタリング調査の実践（現地実習/自遊クラブ活動地）（9月 15 日午後）（n=37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 現地研修は役立つ。 

 協議会に帰って実際にモニタリングを行う時の参考になった。 

 調査方法について経験者の方が率先して進めていただき、初心者の私に色々教えていただい

た。 

 久しく実践してなかったので復習ができた。参考になる調査用の資料（樹高早見表等）がよ

かった。 

 現場で目標林型と調査方法を考えるのは、高度すぎると思いましたが、経験豊富な参加者の

皆さんのおかげで、多くの班が対応でき、面白い結果が得られて良かったと思った。一方、

初心者が自力で調査できる程度に手法をマスターできたかどうか心配もある。初心者限定の

研修会を企画して、参加者が自力で調査、集計、考察、数値目標の検討までできるようにし

てあげてもよいと思う。 

 現地での時間が少なかった。 

 実施時間がやや短い。 

 タイムスケジュールが密で満足にできなかった。現地の情報を事前にもらいたかった。 

 現地での調査の時間を気にして考える時間が余りとれず残念だった。経験者・上級者向けか

図表 5.2.21 モニタリング調査の実践について 
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なと感じた。 

 人工林の調査を規定しておくなら事前に知らせておいてほしかった。 

 調査グッズが足りない場面があった。 

 

④モニタリング調査の実践（ワークショップ／串川地域センター）（9月 15 日午後）（n=37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 事例が具体でとてもイメージができた。かなりよいケースだが、同じような熱量の組織を探

してみる。 

 かなり優良な事例を見せて頂いたので、勉強になった。 

 現地で活動している組織の発表は参考になった。 

 経験者の方に先導していただき大いに参考になった。 

 針葉樹、広葉樹においての調査方法の違い、使い分けについて理解できてよかった。 

 勉強になった。 

 ワークショップの時間が短い。 

 モニタリングの重要性は理解するが高齢者がほとんどの活動組織に理解させ、考えさせるた

めの手法等を聞きたかった。 

 調査結果からＳｒ等の数値を算出するための時間的な余裕を生み出すため、研修プログラム

４を３日目に実施した方がよかったかもしれない。 

 

図表 5.2.22 モニタリング調査の実践について 
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⑤実施状況報告の事務について（9月 16 日午前）（n=37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 様々な意見を聴くことができて、共有でき、参考になった。 

 各県の工夫点が多く、参考になる内容でした。 

 各県とも同様の問題点等があることと、対応・対処についてうかがえてよかった。 

 各県同じような課題があることが分かった。対応等もいろいろあるので参考になる。 

 各県の問題点や対応を聴くことが出来て良かった。 

 当協議会でのチェック体制のため、よい部分が理解できた。 

 部屋全体がザワザワしていてグループの話し合いが聞き取りにくい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.2.23 実施状況報告書の事務について
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⑥マッチングイベントと関係人口について（9月 16 日午前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 マッチングイベントを開催する参考になった。 

 実施に向けたヒントになる。 

 どのように取り組んでいくか悩み検討していることであり、事例や各県の話を伺えてよかった。 

 まずは身近な所から取り組む事が大切であると感じた。 

 幅広い取組の可能性があることが理解できた。少し気持ちが軽くなった。 

 関係人口を増やすということについて、単に交流人口を増やせがよいのか、森林の担い手を

他地域から募集するということなのかよく分からない。他人の山を整備したいというニーズ

はあまり聞いたことがなく、マッチングの対象が見つからない。 

 発表された方のパワーポイント資料が欲しかった。 

 

  

図表 5.2.24 マッチングイベントと関係人口について 
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５－３ 活動事例の発表会及び協議会の情報交換会等（普及セミナー）の開催 

（１）開催概要 

 活動事例の発表会及び協議会の情報交換会等（以下普及セミナー）の開催概要を以下に示す。 

 

 図 5.3.1 活動事例の発表会及び協議会の情報交換会等（普及セミナー）の開催概要 

 
 
 
 

項目 内容 

名称 令和４年度 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 普及セミナー 

目的 

本年度の普及セミナーは、昨年度から本交付金のサイドメニューに加わった「関
係人口の創出・維持等の活動」を、今後、各地域でより積極的に活用していくた
め、その意義や進め方、実際の活用状況および効果的な取組やそのための留意点
などについて、関係者間で共有する場とする。 

対象 全ての地域協議会（45 団体）、都道府県の交付金担当者 

開催日時 令和５年２月 21 日（火）10:00~15:30 

開催方法 現地開催・対面形式 

開催場所 TKP 田町カンファレンスセンター ホール 2A 

参加者数 

計 70 名 
都道府県担当者 19 名（16 都道府県）、地域協議会担当者 38 名（30 協議会）、活

動組織 3 名、検討委員会委員 1 名、林野庁 3 名、その他 6 名（事務局 5 名含む）

プログラム 

（敬称略） 

10:00 開会あいさつ 

  林野庁森林整備部森林利用課 山村振興指導班 課長補佐 山田 雅晃 
10:05 基調講演                    

『森林ボランティア活動における関係⼈⼝創出の意義と進め⽅』 

 森林・山村多面的機能発揮対策交付金評価検証委員会委員 古瀬 繁範 

（NPO 法人 地球と未来の環境基金 理事長） 

11:10 活動組織取組報告 

『人とつながる森へ』 かみかわ里山ネット 山本 牧（北海道） 

 『私と山仕事』 NPO 法人 馬頭農村塾 代表 野崎 威三男（栃木県）

 『取組状況報告』   TAKE NO EN 代表 内藤 恵梨（長崎県） 

13:15 地域協議会取組報告 

『「関係人口創出・維持」に係る静岡県地域協議会の取組』  

静岡県地域協議会（公益財団法人 静岡県グリーンバンク 事業部長）

長谷川 剛司 

 『関係⼈⼝創出・維持タイプ（マッチングイベント）』 
長崎県地域協議会（長崎森林・山村対策協議会） 佐藤 祐樹 

14:00 ワークショップ 『関係人口創出・維持の進め方を考える』 

15:30 閉会あいさつ 

林野庁森林整備部森林利用課 山村振興指導班 課長補佐 山田 雅晃 
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（２）普及セミナー要旨 

 

■開会挨拶 

林野庁森林整備部森林利用課 山村振興指導班 課長補佐 

山田 雅晃 

（要旨） 

・ 本交付金は、森林整備の取組に対して支援をすること

で、森林の機能の発揮や、地域やコミュニティをよくす

ることを目的に平成 25 年度より取組を進めてきた。 

・ 高齢化や人口減少で森林整備が困難な状況の中、関係人

口との連携が地域活動を進める上で効果的なのではということから、令和 3 年度より関係人口

の取組をサイドメニューに加えた。 

・ 令和 3 年度から開始したが、関係人口そのものや制度の支援内容に対する理解が十分に深まっ

ていないことがアンケートなどでも散見される。 

・ 活動組織と地域協議会の取組報告を踏まえて、各地域の実情等をイメージしながら、関係人口

についてワークショップで意見交換し、来年度以降のそれぞれの取組につなげてほしい。 

 

■基調講演 （10:05～11:05） 

講演者： 森林・山村多面的機能発揮対策交付金評価検証委員会委員 古瀬 繁範氏 

（NPO 法人 地球と未来の環境基金 理事長） 

テーマ： 『森林ボランティア活動における関係人口創出の意義と進め方』 

（要旨） 

・ 関係人口とは、「交流（観光）以上、定住（移住）未満」

で「『地域』に関わってくれる人口」で、森林ボランテ

ィア活動における「関係人口」は、地域外より、定期的

に活動に参加してくれる人、資金等を支援してくれる

⼈、情報発信をしてくれる人をいう。 

・ 関係人口創出の意義・効果としては、１．社会的な評価

が高まる、２．活動リソース（資金、人手など）の獲得、

３．活動の継続性・発展性が高まる、が挙げられるが、社会的な評価が活動のモチベーション

の源になる。３つの効果で相乗効果が生まれ、好循環が生まれるのが一番好ましい。 

・ 関係人口として、外から人が入ってくると、活動に対する地域の人々の見る目が変わり、その

ことにより信用が高まり、人手が得られ、企業協賛なども増え、ニュースバリューも上がる。 

・ 昨今、SDGs が一つの大きな潮流となり、気候変動、CO2 の削減に企業は大きな関心を持ってい

る。何かできるならやりたいが何をやったらよいか分からないという企業に対し、気候変動、

SDGs という文脈を入れると参加を得やすい。 

・ 関係人口創出するには、活動の「物語」を作ることが重要。情報発信だけでは難しいが、誰が

どんな活動しているのかなど、活動している人たちの個性が見えること、顔の見える関係性を

作ることなどが重要。無機質な情報から血の通った情報にしていくことが共感のフックとな

る。 

・ 現代は、情報は売り手市場ではなく買い手市場。買い手主導のプル型。簡単に情報収集できる

中で、活動の「物語」を丁寧に情報開示することが非常に有効。 
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・ 一般の人々を関係人口として迎え入れるには、必要に応じて作業のハードルを下げることも

重要。また、作業しながら山や木のことなどについて情報を伝え、コミュニケーションをとる

ことが必要。こちらが当たり前と思うようなことも外の人には新鮮で、興味深いこととなる。 

・ 企業連携は、継続的な活動資⾦源となる可能性がある。短期の公的資金に依存する体質を避け、

できるだけ自立に向けて取り組むことが必要。支援企業に、森の整備は最低 10 年か 20 年が

必要だと伝え、継続支援を依頼。SDGs が潮流となっている今、関心を持つ企業が増えている。 

・ 企業連携には、依頼する際、担当者が上司を説得する時に分かりやすく説明ができるような道

具や情報を提供することが必要。また、連携企業に関心をもつ、謝意を示すことが重要。その

方法として、現場にて言葉で伝える、パネルにして示す、のぼり旗を出すなどで表すことが望

ましい。 

 

■活動組織発表 （11:10～12:20） 

発表団体１： かみかわ里山ネット 山本 牧 氏（北海道） 

テーマ： 『人とつながる森へ』  

（要旨） 

・ 交付金のためにつくった団体で、里山を持っている山

主連合みたいなものから始まっている。 

・ 活動人口の創出とは、多面的交付金で行う森づくり、森

遊びや実習のフィールドの整備などのインフラの上

に、様々な人たちが集まってくることというように理

解している。関係人口の創出は、お客ではなく仲間を増

やす活動。日常的に構成員の枠が広がる取組として考

えている。 

・ 環境林をつくるためには選木は非常に大切。皆で森の未来を思い描きながら相談して決める。 

・ 安全で正確な伐倒のためのノウハウを教える基礎講習を行っている。はじめてチェーンソー

を持つ人でも２時間で、直径約 20cm の木を倒し、玉伐りまでできるようになる。初心者向け

の分かりやすいテキストも複数作成して活用している。 

・ 関係人口・交流人口創出事業として、お互いが持つノウハウをプロ同士で教え合う木こりとガ

イドの技術交流や、地元の小学校の森林体験の機会の提供、地元の家具職人とのコラボ等を実

行している。家具の素材を森から直接調達という取組も検討中。 

・ 広葉樹の天然更新を促進するために、全天空画像解析ソフトを使って、間伐前後の間隙率と日

照時間率を測定して間伐の検証も行っている。 

 

発表団体２： NPO 法人 馬頭農村塾 代表 野崎 威三男 氏（栃木県） 

テーマ： 『私と山仕事』  

（要旨） 

・ 知人の要請を受け、産廃業者の手に渡りそうな土地

９町歩を購入し、馬頭農村塾を設立。隣接地を小川

が流れ、敷地内に湧水がある６町歩の山林と田畑が

まとまった環境。ミッションステートメントは、設

立趣意書の目的にもある、「域内の生物多様性の保

持とビオトープの再生」。 
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・ 馬頭農村塾の里山の特徴としては、沢が入り組み、基本的には岩山でその上を約 30cm の薄い

表土が覆っており、このため、スギ・ヒノキの人工林は少なく、広葉樹中心の雑木林となって

いる。 

・ 山仕事に必要なチェーンソーや刈払い機の安全講習会を自主講座でやっている。昨年度より

アドバイザー制度が開始されたのに伴い、制度を活用して講師派遣を行っている。 

・ 様々な大学との連携等、青少年の育成にも力を入れている。馬頭農村塾を卒論フィールドにし

た大学もある。作業に参加した若者の地域移住や農林関係の職に就く等の例も出ている。 

・ 東京の NPO との連携も 2011 年より継続している。町恒例の祭りの一環でイベントや、実生

苗木を持ち帰って育て成長後農村塾の山に植え戻す「ホームカミング」プロジェクト、ナツハ

ゼ狩り、植林プロジェクト等、季節に応じた様々な活動を実施。 

・ 森づくりの結果、準絶滅危惧種の植物の回復や昆虫の増加などの成果が出ていること、また、

二酸化炭素の排出抑制に直結し、ゼロエミッションの実行にも寄与していることから、この事

業がもっと広く周知され、拡大されることを望む。 

 

 

発表団体３： TAKE NO EN 代表 内藤 恵梨 氏（長崎県） 

テーマ： 『取組状況報告』  

（要旨） 

・ 関係人口・交流人口創出の取組で一番伝えたいのは、10

年後、20 年後、もっと先のことを考えて、子どもたち

に、里山・竹林を整備している大人をカッコよいと思っ

てもらう、あこがれてもらうことに重きを置いて活動し

ている、ということ。 

・ 経営するカフェとトレーニングジムの客より所有竹林

の管理について相談を受け活動を開始。カフェの客を会

員勧誘し、各分野のプロが集まり、県内でも大きい規模

の団体となった。 

・ 会員は参加費として、食事代と保険代で毎回 500 円を支払い、ボランティア活動を行ってい

る。安全講習・技術講習を充実するとともに、作業後にカフェ炊き出しの昼食をとりながら話

し合いを楽しみ、活動を労働としてとらえず、やりがいや充実感を感じられるような工夫をし

ている。 

・ 一般市民向けの防災イベントを開催し、森林整備が地域の防災・減災につながることを伝える

機会とし、竹を使った担架や添え木づくりなど、竹の利用と防災を絡めた内容にしている。 

・ イベントへの出展や、竹を使った作品づくりのワークショップの開催、竹を使った竹炭スイー

ツの製作、子ども食堂・幼稚園の給食、動物園へのタケノコ等の寄付を通じて子どもたちが竹

にふれあう機会を設けている。 

・ 竹林整備や寄付など、活動を行う毎に SNS で発信し、外部への活動報告を怠らないことが重

要。団体や活動を知ってもらうきっかけとなり、団体のブランド力を高めるのに役立っている。 

・ メンバーのモチベーションを維持するために、活動の先に人の笑顔や感謝があることを実感

してもらうことが大切。各人の能力に合った人員配置で負担を減らし、自分にもやれることが

あることを認識してもらう、気軽に参加できる雰囲気をつくることが大切。 
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■地域協議会発表 （13:15～13:55） 

静岡県： 静岡県地域協議会（公益財団法人 静岡県グリーンバンク 事業部長）長谷川 剛司 氏 

テーマ： 『「関係人口創出・維持」に係る静岡県地域協議会の取組』  

（要旨） 

・ 全活動組織の初回調査に地域協議会が立ち会い、３

年後の目標値を決めるようにしている。広葉樹のモ

ニタリングは結構難しく、写真の撮り方も指導が必

要。目標値の設定がまちまちにならないよう、ここの

ところをしっかりやっておくことが重要。 

・ 「森づくりミーティング」を、関係人口のマッチング

イベントとして継続してやっている。開催に向けて

は、県に相談して、受託者にも入ってもらい話し合いを行った。 

・ 令和３年度、活動組織、関係人口対象者、行政職員に呼びかけ、初の「森づくりミーティング」

を開催。講演２つ、事例発表３つというプログラムで、ネット環境が整った会場にてオンライ

ン併用で実施。参加者の約１/２が関係人口。令和４年度は、オンライン２回、現場１回の計

３回に分けて実施。 

・ 事例紹介の内容を先進的過ぎるものにすると、マッチングにつながらないこともあるようだ

が、それぞれの活動の参考にはなっているようだ。 

 

 

長崎県： 長崎県地域協議会（長崎森林・山村対策協議会） 佐藤 祐樹 氏 
テーマ： 『関係人口創出・維持タイプ（マッチングイベント）』 
（要旨） 

・ 当初、間口が広く活動団体数が多かった。その後、制約が増えて活

動する団体が多少減ったが、それでも残る団体には、交付金活動が

完了しても、活動を続けている団体が多い。 

・ マッチングイベントは令和４年度には２回行った。１回目は成功

で、２回目はやや失敗。 

・ 1 回目は、森づくりの進め方の技術研修会を午前中に行い、その後

話し合いの場を設けた。テーマを絞ることでざっくばらんな意見交

換が可能となり、森づくりの意義、整備の必要性への理解などが深

まり、イベントへの継続参加の希望などがあった。課題としては、興味はあるが交通手段がな

いため参加できないという人も参加しやすい森林での活動を提案することが大切。 

・ ２回目は、山中で実施したため、「森づくり相談」や「パネルの設置」には集客があまり得ら

れなかった一方、「木こり体験ツアー」には多くが集まり盛況となった。作業への好印象も得

られた。失敗要因は、興味をもってもらったその先の仕掛けを何も用意していなかったこと。

今後は、森づくりに特化したイベントを、簡単な内容から徐々に段階を踏んで開催する必要が

ある。成功事例ばかりではなく、失敗事例も参考になると思い紹介した。 

・ 成功の決め手となるポイントは、整備した後の気持ちよさ。自分が行った作業で、暗い森林が

明るくなった、道路ができた、という達成感・充実感を覚えてもらうこと。 
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■ワークショップ 

テーマ： 『関係人口創出・維持の進め方を考える』 

 

図 5.3.2 ワークショップ「関係人口創出・維持の進め方を考える」 

項目 内容 

コメンテー

ター 

・古瀬 繁範 氏 森林・山村多面的機能発揮対策交付金評価検証委員会 委員

／NPO 法人 地球と未来の環境基金 理事長 
・山本 牧 氏 かみかわ里山ネット （北海道） 
・野崎 威三男 氏 NPO 法人 馬頭農村塾 代表 （栃木県） 
・内藤 恵梨 氏 TAKE NO EN 代表 （長崎県） 

発表内容 

準備段階 

関係人口創出・維持を進める上での課題（仮定の前提条件） 

 活動組織が地域外の参加者を求める意思があるのか不明 

 参加者を探すことが難しい、10 名探すことが難しい 

 個人情報の面で名簿を出すことが困難 

 地域外参加者の安全の確保ができない 

 活動組織にベント経験がなく不安である 

 協議会がイベントを実施する場所がない 

 地域外の方との接点がない 

 地域外の参加者を受け入れたくない活動組織が多い 

 そもそも外部の人を求めていない活動組織が多い   

→ 人手（後継者）不足など課題あるがそれを発信できていない 

 自伐型林業の関係者との連携 

 

［基調講演者・事例発表者からのアドバイス］ 

 安全第一  → これはレギュラーの取組（事故は起こさせない工夫を本

気で！） 

 企業へのアプローチ（企業の担当者も「何をしたらよいかわからない」）

← ここにアプローチ 

→ 複数年単位の協賛金を得る 

 世代交代・若年層の取り込み  → SNS の徹底的な活用 

 できるところからやる 

 都市部の若い世代の関心が今高まっている 

 

課題をふまえた取組（具体の企画内容、目的など） 

 活動組織に地域外関係者を呼びたいか、呼びたくないかなどの理由などの

意思確認 

 活動組織同士で関係人口・創出維持タイプを実施した情報の共有 

 次年度に向けた早い時期にマッチングイベントを協議会で実施する 

 異業種にもマッチングイベントなどの周知をすること。 

 若いメンバーがいる活動組織に絞って関係人口・創出維持タイプを利用し

てもらう 
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 アドバイザーに関わってもらう 

 企業へのアプローチ→協議会もコンタクトを取りやすいのではないか。 

 身近なところ/できるところからやる 

 既存の団体（活動組織でなくても可）を協議会が紹介して、現場での活動

を体験してもらう 

 ステップを設ける（OJT 的に）  → 人材育成のノウハウ共有 

 既存の活動組織同士の活動内容の相互共有する場を設ける（発表会通じた

活動組織間の交流促進）→まずは活動組織間の交流を活発にしてから外へ

の発信をすることを協議会がサポート 

 

［基調講演者・事例発表者からのアドバイス］ 

 森の整備の必要性を日ごろから発信 

 現場で汗を流す  →見てもらうこと（意気込みを伝える） 

 無理して広げなくてもよいのでは   

→後継しない取組に無理に声をかけずに、やりたい人・団体に声をか

ける 

 関係人口のことをきちんと説明できるようにしておく 

 事例（選択肢）を増やす  →  仲間を増やすことに 

 まずはメインメニューが大事、関係人口はサイドメニュー 

 何かやりたい、既にやっているがさらに幅を広げたいという前向きな団体

に声をかける 

→  「1 本釣り」 ← この見極めが地域協議会の腕の見せどころ 

 環境省の EPO（中間支援組織）との連携、情報発信の共有 

 

活動組織への呼びかけ（呼びかけ方法、参加を促す工夫・留意点、都道府県市

町村との連携方法など 

 呼びたい/呼びたくない理由を活動組織から聞きその対応策を県や市町村

と協力し、提案する。 

 安全対策に対する情報提供の提案 

 マッチングイベントの実施 

 市町村や県で情報を募り、森林整備に興味のある人のリストづくり 

→活動組織へリストの提供 

 若年層を取り込むため協議会で SNS の活用 

 そもそも関係人口・創出維持タイプの活動をしたくない団体が多い 

 →とにかく説明会の際に協議会から活動組織へお願いしてみて、やった結

果、実はよかったという経験をしてもらう 

 既存の活動組織との関係性活かした現場の体験機会の創出 

→その後、活動への参加のきっかけになるのでは 

 

関係人口の対象主体（どこにどうアプローチするか、呼びかけ方法、発信上の

工夫・留意点、都道府県市町村との連携方法など） 

 小学校・大学、ボランティア団体の活用、企業と一緒に組織を作ること 
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 県の関連イベントとの連携、協議会のブース出展 

 学生ボランティアなら森づくりの意義をしっかり伝えると参加しやすいの

ではないか 

 

当日 

運営上の工夫・留意点など 

 体験することが重要ではないか。    

←  物語をつくることで、体験がどのように交付金活動に関係するの

か、意味・意義を落とし込む 

 マッチングイベントで必ず活動組織につなげること 

 森づくりの意義を伝える必要性 

 活動場所は森の中ではなく、施設周辺の森を利用（アクセスがよく、参加

へのハードルが低い） 

 

事後 

取組終了後の対応（誰に、なにを、どうフォローするか） 

 参加者へのヒアリングは必ず実施 

 SDGs など体験や整備や交付金活動につながっていく説明の必要性 

 企業とつなげていくこと 

 お互いの意見を出し合う 

 

実施状況 
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（３）普及セミナーアンケート結果概要 

対  象：協議会担当者、都道府県担当者 

配布日・回収日：令和５年２月２１日（火） 

回収率：91.2％（52 名） 

 午後から欠席などの理由の無回答者を除くと、すべてのプログラムにおいて８割以上の回答者

が参考になったと回答しており、概ね参加者のニーズに沿った内容であった。 

 

１）アンケート回答者の属性 

 

２）基調講演の感想について 

 

３）活動組織の活動事例報告の感想について 

 

４）地域協議会の取組事例報告 
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 ５）ワークショップの感想 

 

 

６）その他意見、感想 

○基調講演・事例報告に関する事 

 講演・報告とも比較的わかりやすい内容だった。 

 事例発表会が大変参考になった。 

 活動組織の事例報告が特に参考になり、活動中の団体を Web などで見られるとよいと思

った。 

 講演や発表を聞いて、目的意思を明確にして活動していることが大切だと感じた。 

 関係人口創出・維持タイプの取組について、あまりよく理解できていなかったので、勉強

になった。 

 関係人口の定義と社会的意義が確認できてよかった。 

 先進的すぎる事例もあった。 

 

○ワークショップに関すること 

 他府県も同様の課題を持っていることがわかり、解決策が参考になった。 

 他県の意見がうかがえて参考になった。 

 各県・協議会でレベルが違うので何を話すべき内容が散漫になった。 

 都道府県によって課題が異なり、一つの課題に絞ると、その課題は自分の県にはないので

それに関するそれ以上の意見が出せなかった。 

 様式が議論しにくいものだった。 

 

○その他 

 活動組織に対して、今回学んだことを伝えて行けたらよいと思う。 

 外部からの参加を認めないという活動組織もあるため、本日の意見を参考に、引き続き丁

寧な説明を行いたい。 

 普及セミナーの内容を持ち帰っていかに当該事業につなげられるかが課題である。 

 担当１年目なので活動取組の概要がようやく理解できるようになった。 

 他県が推進交付金を活用してどのような事業を行っているかといった取組事例の発表があ

ると参考になる。 

 Web 開催も検討してほしい。 

 森林・山村多面的機能発揮対策交付金の目的の一つが関係人口の増加なのか、森林整備の

手段が関係人口の増加なのか、いまだによくわからない。森林整備が目的なのであれば、

関係人口は一つの手段に過ぎないと思う。 
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５－４ 森林・山村多面的機能発揮対策交付金の手引きの改訂（案）等の作成 
  今年度のスキルアップ研修や資料を収集した結果をふまえて、以下について改正を行った。 

○目標とする森を目指すための評価（モニタリング調査）方法を、より適切に選択できるよ

うにするため、調査対象として適さない森林を明記。（p25） 

○過剰伐採を防止する観点から、現場の状況に則した数値設定ができるよう、考慮すべき観

点を追記。（p36） 
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第６章 アドバイザーの充実及びリストの整備 
 

６－１ アドバイザーリストの更新状況 

 

令和３年度に活動組織及び協議会が適宜技術的支援を受けられるようアドバイザー制度を設置

し、その利用体制を構築した。 

今年度は、昨年度整理された「森林施業技術」や「他地域との交流・連携」、「組織づくり」

などの分野について、活動組織及び協議会を技術的に支援するアドバイザーの名簿（以下「アド

バイザーリスト」という。）に登録する人材を充実させるため、都道府県、協議会から随時提出

されるアドバイザーの推薦書を受理し、アドバイザー候補からアドバイザーリスト掲載の承諾を

得て、リストを整理し、都道府県、協議会、アドバイザーと共有した。 

令和３年度に、運用を開始以降、令和５年３月16日現在、登録アドバイザーは計194名（リス

ト上は197名だが、登録辞退等の理由により令和３年度の登録者３名分が削除）となっている

（昨年度より32名増加）。 

今年度より専門分野のさらなる充実を目的に、新たな分野として「④森林生態、植生（希少植

物の保護を含む）」を加え、都道府県、市町村に改めて推薦依頼を行い、また既存のアドバイザ

ーに対し④の分野についての追加登録希望者を募った。 

 専門分野及び対応可能地域は、比較的まんべんなく網羅されており、各地からの支援の依頼に

対応しやすい状況が確保できている。 

 

図表6.1.1 アドバイザーの概要（専門分野） 

専門分野 

登録人数 

R3年度 R3･4年度 
R4年度

増加数

① 森林施業技術 121 147 26 

② 侵入竹の伐採・除去・利活用 59 71 12 

③ 森林資源の活用（木質バイオマス・炭焼き・しいたけ原

木等） 

80 92 12 

④ 森林生態、植生（希少植物の保護を含む）※R4新規分野 － 32 32 

⑤ 他地域との交流・連携（活動内容の調整、交流・連携環

境の整備等） 

56 63 7 

⑥ 組織づくり（資金調達、企業連携、CSR、情報発信等） 41 48 7 

⑦ その他森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る活動

の推進に関するもの 

60 68 8 

※１名のアドバイザーが複数の専門分野に登録している場合があるため重複あり。 

※R4新規分野の④登録者数32名の内訳は、R3追加登録者22名、R4新規登録者10名。 
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図表6.1.2 アドバイザーの概要（活動エリア、所属） 

区分 項目 

登録人数 

R3年度 R3･4年度 
R4年度 

増加数 

対応可能な ① 全国 26 33 7

地域 ② 北海道 7 7 0

 ③ 東北 28 33 5

 ④ 関東 24 37 13

 ⑤ 北陸 12 14 2

 ⑥ 東海 20 24 4

 ⑦ 近畿 28 31 3

 ⑧ 中国 19 23 4

 ⑨ 四国 12 13 1

 ⑩ 九州 17 23 6

 ⑪ 沖縄 7 8 1

所属 ① 企業関係 32 38 6

 ② 一社・財団法人職員 24 28 4

 ③ NPO法人・任意団体職員 51 53 2

 ④ 森林組合等 16 21 5

 ⑤ 協議会・都道府県・市町村職員 16 18 2

⑥ 大学・研究機関等 9 14 5

 ⑦ 個人事業者・その他 15 22 7

※１名のアドバイザーが複数の対応可能地域を選択している場合がある。特定の都道府県を指定

しているアドバイザーについては①～⑪の対応可能地域に振り分けた。 

 

※対応可能な地域の地方区分 

地方区分 都道府県 

北海道 北海道 

東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 

北陸 新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄 沖縄県 

 

 

 



  

6-3 
 

６－２ アドバイザーの活用状況 
令和４年８月に実施した協議会アンケートにて令和３年度及び令和４年度（９月上旬時点）の

アドバイザーの活用状況を調査した。45 協議会のうち 22 協議会管内で活用されている。なお、

活用内容については、アンケート回収と同時に、アドバイザー報告書の提出も求めた。指導・助

言内容については複数の内容が含まれる場合がある。 

 

図表 6.2.1 アドバイザーの活用件数 
 

令和３年度 令和４年度（９月上旬時点）

活動組織 205 21 

協議会 8 5 

合計 213 26 

※アンケート上では「協議会が活用」と計上しているものの、アドバイザー報告書から活動組織

への指導・助言をしている場合は活動組織に振替計上。 

 

 

 

図表 6.2.2 アドバイザーから指導・助言を受けた内容 

 指導・助言内容 活動組織 協議会 

森林施業（目標設定やモニタリング調査等を含む） 129 0 

侵入竹の伐採・除去・利活用（目標設定やモニタリング調査等を

含む） 

32 0 

森林資源の活用（木質バイオマス・炭焼き・しいたけ原木等）

（目標設定やモニタリング調査等を含む） 

28 0 

森林生態、植生（希少植物の保護を含む） 1 0 

他地域との交流・連携（活動内容の調整、交流・連携環境の整備

等） 

0 0 

組織づくり（資金調査津、企業連携、CSR、情報発信等） 0 0 

その他交付金に係る活動に関するもの 150 13 

その他の主な内容としては、活動組織では本交付金に関する書類関係の確認や修正指導などが

約６割を占め、安全講習に関する事（講習内容の確認を含む）が約４割となっている。協議会で

は講演依頼や実習依頼が４件、安全講習会が３件となっている。 

 活動組織が活用したアドバイザーの件数が最も多い北海道では、活動状況の確認をしつつ森林

施業方法やモニタリングの指導、書類整備に関する確認・修正指導が主な助言指導内容となって

いる。また、栃木ではアドバイザーに安全管理講習を依頼して活動組織が指導・助言を受けてい

る。京都においては進捗状況をアドバイザーが確認しつつ安全管理講習会実施内容の確認や森林

施業、侵入竹の伐採・除去・利活用に関する指導や助言を行っている。 
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図表 6.2.3 活動組織がアドバイザーを活用した件数上位１０位の協議会 

 件数（活動組織） 順位 

北海道 77 1 

栃木県 45 2 

京都府 26 3 

香川県 17 4 

大阪府 16 5 

千葉県 10 6 

愛媛県 7 7 

静岡県 4 8 

和歌山県 4 8 

宮崎県 4 8 

 

 

６－３ アドバイザー活用状況などについて（アンケート結果より） 
※活動組織アンケート 1316 団体対象（回収率 64％）、協議会アンケート 45 協議会対象（回収

率 100％） 

１）アドバイザーの活用の希望状況や活用しない理由、活用した感想 

 アドバイザーを活用する予定はないと回答した活動組織は半数以上おり、その理由は特段困っ

ていないため助言・指導を受ける必要性がなかったと約４割の活動組織が回答している。 

 
図表 6.3.1 活動組織アンケート問 29「アドバイザー活用の希望状況」（n=840 単数回答） 

 

図表 6.3.2 活動組織アンケート問 32「アドバイザーを活用しない理由」（n=742 複数回答） 
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一方、アドバイザー制度を活用した感想では９割の活動組織が概ね的確な助言・指導が得られた

と回答している。 

 

図表 6.3.3 活動組織アンケート問 30「アドバイザーを活用した感想」（n=98 複数回答） 

 

 

 

２）アドバイザー活用状況における傾向について 

 活動組織がアドバイザーを活用した件数が多い上位 10 位の協議会とそれ以外の協議会（n=35）

の周知方法について分析したところ、上位 10 位の協議会の方が周知活動の割合が多い傾向が見ら

れる。 

 

図表 6.3.4 協議会アンケート問９「アドバイザー周知方法」（n=45 複数回答）から活動組織がアドバ

イザーを活用した件数の多い上位 10 位（n=10）の協議会とそれ以外の協議会(n=35)の周知方法 

 
 
３）普及指導員の活用状況とアドバイザー活用状況における傾向について 

また、林業普及指導員の活用とアドバイザー活用の関係性について分析したところ、「従来より

普及指導員に技術的支援を依頼している」と回答した協議会管内の活動組織はアドバイザー利用

がない傾向がある結果となった。 

 なお、普及指導員の協力について改めて依頼する事務連絡を、林野庁より各都道府県庁宛てに

発出している。 
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図表 6.3.5 協議会アンケート問 10「林業普及指導員の活用状況について」（n=45 単数回答）から

活動組織のアドバイザー活用の有無の関係性 

  全体 

活動組織のア
ドバイザー利
用あり 

活動組織の
アドバイザ
ー利用なし 

従来より普及指導員に技術的指導を依頼している 26.7%（12） 16.7%（2） 83.3%（10） 
普及指導員の存在は知っていたが、技術的指導の依

頼はしていなかった 
57.8%（26） 46.2%（12） 53.8%（14） 

普及指導員に技術的指導の依頼をしたことがある

が対応してもらえなかった 
2.2%（1） 2.2%（1） 0.0%（0） 

普及指導員の存在を知らなかった 0.0%（0） 0.0%（0） 0.0%（0） 
その他 13.3%（6） - - 

 

４）アドバイザー制度を活用したい分野、アドバイザーに今後希望する指導・助言内容について 

 活動組織がアドバイザー制度を活用したい分野については「森林施業」に関すること、次いで

「安全対策、安全管理、応急処置」に関することが、協議会については「森林施業」、「安全対策・

安全管理・応急処置」、「侵入竹の伐採・除去・利活用」についての要望が高い。 

 

図表 6.3.6 協議会アンケート問 13「アドバイザーに今後希望する指導・助言内容」（n=45 複数回答）、

活動組織アンケート問 31「アドバイザー制度を活用したい分野」（n=360） 

 

 
安全講習や森林施業技術の向上のための講習の実施について「活動組織メンバーのみで実施し

た」と約７割の活動組織が回答している一方、協議会が活動組織が安全講習や森林施業技術向上

のための講習を進めていく上で、課題と感じていることの１位に「活動組織（内部講師）で独自

に行う講習が、適切な内容であるか分からない」との回答がある。 

「安全対策、安全管理、応急処置」に関する専門分野の創設の必要性があることがうかがえ

る。
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図表 6.3.7 活動組織アンケート問 16「義務講習の実施方法」（n=840 複数回答） 

 

 

図表 6.3.8 協議会アンケート問 33「安全対策や森林施業技術向上講習の課題」（n=45 複数回答） 
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第７章 検討委員会の開催  

 

７－１ 検討委員会の開催概要 

 
森林・山村多面的機能発揮対策の内容等について専門的な見地から検討を行い、次期対策につ

いての提言を行うため、有識者６名からなる検討委員会を設置し、委員会を３回開催した。検討

委員会の委員構成及び各回の開催概要を以下に示す。検討委員会は新型コロナウイルス感染症の

拡大防止の観点から、対面式及びビデオ会議形式併用で開催した。 

 

図表 7.1 森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会 委員一覧 

  〔委託者〕林野庁  〔事務局〕公益財団法人 日本生態系協会 

 

各回の主な検討議題を下記に示す。 

 

図表 7.2 検討委員会の開催状況 

回数 開催日時／会場 主な議題 

第１回 

令和４年 10 月 27 日（木） 
15：00～17：00 
 
TKP 新橋カンファレンス
センター 

・令和４年度検討委員会について 
・令和４年度の評価検証事業の概要 
・スキルアップ研修・現地検討会実施報告 
・アドバイザーリストの更新状況、アドバイザーの活用状
況について 

・（林野庁より）令和５年度の概算要求について 

ねらい：今年度の方向性の確認および報告事項、提言に向けた議論① 

第２回 

令和４年 12 月 16 日（金） 
15：00～17：00 
 
TKP 新橋カンファレンス
センター 

・第１回の振り返りとまとめ 
・関係人口創出の取組に係る取組状況と今後の進め方につ
いて 

・令和５年度以降の本交付金に関する提言に向けた議論 
・活動事例発表会の検討状況について 

ねらい：提言に向けた議論②と提言の素案固め 

第３回 

令和５年２月 16 日（木） 
15：00～16：30 
 
TKP 新橋カンファレンス
センター 

・令和５年度以降の本交付金に関する提言について（第１、
２回の振り返りとまとめ） 

・（林野庁より）令和５年度の概算決定について 

ねらい：報告事項と提言の取りまとめ 

 

氏名（敬称略） 所属・役職 備考 

山本 信次 岩手大学農学部 教授 委員長 

井野 道幸 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長 

委員 

丹羽 健司 特定非営利活動法人 地域再生機構 木の駅アドバイザー 

原田  明 
一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 業務第２部 
コミュニティービジネスチーム長 

古瀬 繁範 特定非営利活動法人 地球と未来の環境基金 理事長 

三木 敦朗 信州大学農学部 助教 
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７－２ 検討委員会での主な議論 

（１）第１回検討委員会（令和４年 10 月 27 日（木）での主な意見等 

検討議題 主な意見等 

スキルアップ

研修、現地検

討会実施報告 

［初任者向け研修、テーマ別研修の必要性］ 

・初任者がより主体的に考えられるように初任者のみの研修があればよい。 

・事務担当者とモニタリング担当者は別なので、分けて研修し、深堀した方が

良い。 

・テーマを絞ってやりとりする時間を増やすことで理解が深まるのではない

か。 

・協議会職員の入れ替わりや複数名いる地域に対応するため、同じテーマで数

年毎に繰り返し実施することも大切。また研修内容を改善して継続すると良

い。 

・活動組織の様々な悩みに応えられるよう、地域協議会が一定の範囲まではア

ドバイスできるようスキルアップが必要。 

・地域協議会でも判断し難い等専門性の高い内容についてはアドバイザーの

職務範囲。 

 

［情報交換・交流の場づくりを通じた関係者間の人間関係の醸成と共通認識］

・参加者が問題を共有し、様々な意見を交換出来たことは素晴らしい。 

・横展開をしていくためにも、相談出来るリアルな人間関係を築く機会とし

て、対面での情報交換や相談し合う場を設けていくことが必要。 

・発言しやすい環境を共有し、交流の場を持つことが大切。 

・情報交換・交流の場において、問題点の共有や共通認識を醸成していくこと

が重要。 

・全国や地域ブロック単位で集まり、悩みや経験を共有し、横断的に各地域で

生かす機会を復活させるべき。 

 

［十分な研修時間の確保と効率的な研修プログラムの実施］ 

・研修は盛り込み過ぎず全体的に時間の余裕をもって行う方が良い。 

・今後の研修ではテーマを分けて、１回当たりの研修時間を長くしてはどう

か。 

・研修の効率的な実施の工夫として、事前にウェブ上等で資料の必読箇所等を

提示し、一定程度の予備知識を得てもらってはどうか。  
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アドバイザー

リストの更新

状況、活用状

況について 

［アドバイザー確保の取組の継続］ 

・安全講習のできる人材が少ない地域が多く、安全講習会の専門団体を紹介し

ている。 

・安全講習のあり方、安全指導を手掛けるアドバイザーの確保は継続的に考え

る必要がある。 

・目標林型に向けた施業内容の有効性や、森林生態について助言できる専門家

が必要。 

 

［地域協議会によるアドバイザーの活用促進］ 

・活動組織に共通する要望や課題を抽出し、地域やブロック単位の講習会等で

アドバイザーを活用し、その効率的な解決方法を提案・共有すべき。 

・活動組織のニーズに基づいてアドバイザーを派遣することが基本だが、地域

協議会が一歩踏み込んで改善方法を提案する支援をしていく必要。 

・具体的な指導者としてのアドバイザーの派遣は考えられるが、型にはまった

指導が市民による多様な森づくりの活動の芽を摘む可能性にも留意が必要。

・地域協議会が活動組織と信頼関係を築くことも必要。 

 

［アドバイザー活用促進のための地域協議会によるマッチング促進とアドバ

イザー情報の充実］ 

・アドバイザーの活用には地域協議会のマッチング機能が重要。 

・アドバイザーの選定・活用に向けて、各アドバイザーの対応実績などの情報

（属人情報）をアドバイザーリストに盛り込む必要がある。 

・アドバイザーリストの活用方法など、地域協議会同士で情報交換ができると

よい。 

・優良事例集などの情報発信をしていくべき。 

・安全面ではプロもボランティアも同レベルであることが必要なので、プロの

専門家に依頼するのが良いが、経費や時間等の点で敷居が高く、活動組織の

ニーズと対応可能な人材をどうマッチングするかも問題。 

 

［安全対策のためのアドバイザーの活用］ 

・安全指導は、施業技術の分野に含まれるが、特出しして取り上げる必要があ

る。 

・安全に関しては、指導して全て自分で作業させるのではなく、「ここからは

お金を払ってプロに任せる」線引きも必要。 

・危険木伐採に対する予算について、協議会から人材を派遣するなど別立ての

予算で対処できるとよい。 
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（２）第２回検討委員会（令和４年 12 月 16 日（金））での主な意見等 

検討議題 主な意見等 

第１回検討委

員会における

検討概要 

［活動組織に対する地域協議会の対応スキルの維持・向上に関する追加意見］

・初任者だけではなく、参加者のレベル・ニーズにあわせた研修の実施 

・一度に全部話すと薄く広くなってしまうため、テーマを絞り込み、深堀して

実施した方が良い。 

・研修は多くの担当者に共通する課題について深く講習してもらえる構成が

良いのではないか。 

・地域協議会の活動組織に対する伴走支援力を強化する必要性があるのでは

ないか。 

 

［アドバイザー制度の活用状況と改善の方法に関する追加意見］ 

・アドバイザーリストについて、題目や名前だけでは適任か判断できない。 

・アドバイザーの指導が制度内容と矛盾した点がないかどうかチェックした

結果をどこかに反映できるような仕組みがあると安心ではないか。  

・活動組織から上がった情報を軌道修正できる仕組みを設けていただくとよ

い。 

・アドバイザーを利用した活動組織に報告書を提出していただく方法もある

のではないか。 

提言の取りま

とめに向けて 
・地域協議会のスキル向上については、伴走型の支援について中身を深く入れ

ることが必要 

・林野庁主催の研修内容と地域協議会のニーズのミスマッチを改善すること

が必要 

・提言の記載項目である「関係人口の創出」と「地域協議会の対応スキルの維

持・向上」の記載順について、地域協議会は活動組織を支援する立場なので、

活動組織の取り組む「関係人口の創出」を前に記載し、「地域協議会の対応

スキルの維持・向上」は後ろに記載するとよいのではないか。 

関係人口の維

持・創出に関

する取組状況

について 

［地域協議会の役割や支援について］ 

・アンケート結果から、関係人口創出・維持タイプを手掛ける意義は大きい。

・関係人口創出の観点では活動組織への声かけ等の誘いが必要ではないか。 

・手間がかかるためやらないという活動組織に対して、やった方が良いという

メリットの実感を持っていただくことが大切ではないか。 

・事前準備にも費用がかかるため、地域協議会でヘルメットの無料貸し出しを

することにより本交付金の申請ができた団体がある。 

・高齢者で森林の整備をしたいができないと相談をしてくる活動組織に活用

を呼び掛けており、活動組織にボランティアをつなぐ活動を地域協議会が支

援していくことを検討している。 

・交付金を活用することで活動を継承していくことや外部から人をひっぱっ

てくることに繋がり、活動継続のモチベーションになるのではないか。 
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［実務的な支援内容の検討の必要性］

・関係人口維持、関係人口創出、活動練度の高・低の４象限で考えながら制度

の使い方を熟考する必要性があるのではないか。

・交付金の内容を活動組織や地域協議会が理解しきれていない部分があると

思うので、活用例を例示してうまく活用を進めることが必要ではないか。

・1 回 10 名での活動は実質的に活動面積が必要である点と、安全面で懸念が

生じるので柔軟な対応が必要ではないか。

・企業や大学のような団体と連携した方法が活用されやすいのではないか。既

存の森林ボランティアグループを含めた形での団体間では活用できるので

はないか。

（３）第３回検討委員会（令和 5 年 2 月 16 日（木））での主な意見等

検討議題 主な意見等 

令和５年度以

降の本交付金

に関する提言

について

［関係人口創出・維持のための制度設計や評価の整理］

・高齢化・担い手不足などが原因で、地域コミュニティの住民自体による森林

整備が困難である場合の本交付金活用の可能性など、新たに生じている地域

の状況や社会的ニーズを踏まえて、検討委員会の議論を進めていく必要があ

る。

・関係人口の創出・維持を進めていくことによる効果は、単に「森林整備に関

わった人の数」として捉えられるものではないことを踏まえ、検討委員会の

議論を進めていく必要がある。

［関係書類作成・確認の負担軽減］

・活動組織と地域協議会の事務負担軽減に関する事例収集や電子様式を活用

した負担軽減策の検討が必要ではないか。

［安全チェックリストの作成］

・多様な主体の参加や多様な活動形態を念頭においた、安全確保のためのチェ

ックリストの検討が必要がある。
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第８章 令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策に向けた提言  
  

令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策に向けた、交付金のあり方について、「森林・

山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会」での議論を経て、以下のように整理した。 

  

（１）提言の趣旨 

令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策事業のあり方について、地域協議会及び

活動組織へのアンケート調査、ヒアリング調査、効果チェックシート等への回答を集計・分

析し、「森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会」での議論を経て、以下の

ように整理を行った。 

整理に際しては、令和３年度から新たに取り組んだ「関係人口の創出」並びに「活動組織

に対する地域協議会の対応スキルの維持・向上」を中心に、その成果及び課題をとりまとめ

るとともに、令和５年度以降の本交付金を活用した対策の方向性について提案するものであ

る。 

 

（２）本交付金による取組成果 

１）関係人口の創出 

○「関係人口創出・維持タイプ」の取組 

 令和４年度（令和４年７月時点）関係人口創出・維持タイプを活用した活動組織は、令

和３年度の 52 団体から 40 団体増加し、92 団体となったものの、活動組織数全体の９％

にとどまり低位な活用状況。なお、令和３年度に関係人口創出・維持タイプを活用した

活動組織のうち、令和２年度から関係人口が増加した団体は 31 団体であった。 

   

○地域協議会による「関係人口創出・維持タイプ」の活用促進に向けた取組 

・ 関係人口創出・維持タイプの趣旨や対象要件等に関する活動組織への説明やマッチン

グイベントの開催、他の活動組織の取組事例の共有等の普及・啓発を実施。 

・ ただし、14 協議会においては、「関係人口創出・維持タイプ」の活用促進のための活動

組織への支援を行っていない。また、マッチングイベントの開催は、９地域協議会に

とどまっている。（令和４年７月時点） 

 

  ○関係人口創出・維持等に関する普及セミナーの実施 

・ 地域協議会が活動組織への円滑な支援につなげるために、林野庁の主催により事例発表

や基調講演、対面式のワークショップを開催し、30 協議会（38 名）、16 都道府県（19 名）

が参加。 

 

２）活動組織に対する地域協議会の対応スキルの維持・向上 

○アドバイザーリストの整備と活用 

・ 令和３年度に創設した「森林・山村多面的機能発揮対策アドバイザー」制度の拡充を目

的に、新たな専門分野「森林生態、植生」を追加。これまでに 194 名のアドバイザーを

登録（対前年度比 32 名増加）し、全都道府県での対応が可能な体制を整備。アドバイザ

ーリストは林野庁から地域協議会・活動組織・都道府県担当者・市町村担当者に共有、

アドバイザーを８地域協議会、205 活動組織で活用（令和３年度実績）。 
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○スキルアップ研修の実施 

・ 活動組織に対する地域協議会の対応スキルの維持・向上を目的とする 3日間のスキルア

ップ研修を、林野庁主催で対面形式により開催し、32 地域協議会が参加。ワークショッ

プや現地検討を通じて、本交付金を活用した取組の参考となる知見・情報を共有すると

ともに、地域協議会の実務担当者間の交流を促進。 

 

（３）本交付金における取組課題と対応の方向性 

 課題１：関係人口の創出・維持 

本年度の活動組織へのアンケート調査においては、継続的に森林整備を進めていく際の

課題として、メンバーの高齢化や担い手不足を挙げた団体が多数あり、新たな人材確保が

慢性的な課題となっている。一方、「関係人口の創出・維持」タイプに取り組んだ活動組織

からは、新規メンバーの獲得や地域活性化につながったとの回答もあり、関係人口の創出

に取り組む意義は大きい。 

一方で、地域外関係者の参加を想定していない、受け入れる場合の負担に対応できない、

など、関係人口の創出・維持に関する要望がない活動組織も一定程度存在。 

 

[対応の方向性] 

令和３年度に新設された「関係人口の創出・維持」タイプの活用拡大を通じて森林・山村

の魅力や価値を発信し、新たな人材の森林整備への参加機会の確保を図ることで、森林・山

村が有する多面的機能の維持・向上と山村の活性化につなげていく必要がある。 

○地域協議会による活動組織への周知と支援の充実、機運醸成 

・ 地域協議会から活動組織への「関係人口の創出・維持」に関する情報発信機会を増やす。 

・ 「関係人口の創出・維持」タイプ活用をはじめ、交流人口・関係人口創出・維持に係る

活動組織の取組事例を林野庁にて収集し、地域協議会へ共有、地域協議会により活動組

織への横展開 

・ 「関係人口の創出・維持」に係る団体・組織や個人と活動組織をつなぐ機会を地域協議

会から活動組織に提供する。また、それら取組事例の林野庁による収集と、地域協議会

への共有と横展開 

・ これら取組による、地域協議会と活動組織の機運醸成 

○採択要件の検証 

・ 地域外関係者 10 名以上の名簿作成に係る、申請人数の適切性・要件等について林野庁に

て検討 

 

  ○活動組織の受け入れ態勢の整備 

・ 林野庁による受け入れ態勢整備に関する取り組み事例の収集と地域協議会への共有、地

域協議会により活動組織への横展開 

・ 林野庁による関係人口側のニーズや必要となる条件の把握と、地域協議会への共有 

・ 臨時的に必要となる資機材の貸付体制を地域協議会にて整備 

 

  ○関係人口創出・維持に関する議論の新たな視点について 

・ 高齢化・担い手不足などが原因で、地域コミュニティの住民自体による森林整備が困難
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である場合の本交付金活用の可能性など、新たに生じている地域の状況や社会的ニーズ

を踏まえて、検討委員会の議論を進めていく必要がある。 

・ 関係人口の創出・維持を進めていくことによる効果は、単に「森林整備に関わった人

の数」として捉えられるものではないことを踏まえ、検討委員会の議論を進めていく

必要がある。 

 

 課題２：地域協議会の対応スキルの維持・向上 

地域協議会を担う組織の属性は森林・林業関係団体や森林ボランティア関係団体等様々で

あり、また、地域協議会の担当者の森林整備に係る知識や技能、経験年数等も様々に異なる。

このため、各地域協議会の属性や担当者の専門分野などに応じた特色のある支援が行われて

いる一方で、地域協議会によって分野毎の指導能力に差が生じている面がある。 

    

［対応の方向性］ 

本交付金の活用を円滑かつ効果的に進めていくためには、活動組織の窓口となる地域協議

会の担当者が、一定の専門的知見や経験を習得できるよう、指導能力のボトムアップを図る

とともに、他地域の指導手法の共有等を通じて、地域の実情・ニーズに応じた指導能力の向

上を図ること、及びその機会の確保が重要と考えられる。 

○活動組織が抱える共通課題（計画的な森林整備、安全確保等）の解決に向けた支援 

・ 地域協議会の実務担当者間の交流機会の確保を通じた、人間関係の醸成と共通認識（ノ

ウハウや知見の共有） 

・ 地域協議会に対する初任者向け研修、テーマ別の専門性の高い研修の継続実施を通じた

知見・技術の習得  

・ 上記研修について十分な時間の確保と効率的なプログラムの実施 

○アドバイザー制度の活用  

・ 地域協議会の支援能力を補完する制度としての活用促進（地域単位の講習や安全対策等） 

・ アドバイザーの活用事例や属人情報（専門分野、対応実績等）の蓄積 

・ アドバイザー確保の取組の継続 

○関係書類作成・確認の負担軽減 

・ 活動組織と地域協議会の事務負担軽減に関する事例収集や電子様式を活用した負担軽

減策の検討 

 

  課題３：安全対策の充実 

森林整備に関わる際には、森林や林業に関する知識や施業技術の習得のみならず、作業に

伴う危険を想定・回避する安全管理が不可欠となっている。このため、本交付金の採択に際

しては、「活動期間中に年１回以上の安全講習や森林施業技術向上の講習の実施」が要件とさ

れている。一方で、重大災害は引き続き発生しており、対象森林の状況や活動組織の実情に

即した適切な安全管理を行うことが必要である。 

 

［対応の方向性］ 

近年、自然災害や異常気象が多発・激甚化するなか、本交付金の活用現場においても、突
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発的な災害や病害虫被害の拡大による倒木・枯損木や土砂崩れなどの発生により、災害復旧

や危険木処理を活動組織自らが処理する場合や、予定していた事業規模を超える経費が見込

まれて処理もままならないといった事案が発生している。 

災害復旧や危険木処理については、ボランティアによる対応範疇を超える高度な技術や資

機材が必要な場面もあり、ボランティアの未熟な技術による対応は重大災害の発生が懸念さ

れることから、これら対応に活用可能な予算枠の確保や、アドバイザー制度を活用した災害

対応の伴走支援などの支援についても今後、検討の必要があると考えられる。 

 

○アドバイザー制度の活用 

・ 安全指導へのアドバイザー活用の促進のため、アドバイザーリストに安全指導の分野を

設けるとともに、最適なアドバイザーを選任するため属人情報の充実が必要。 

○安全確保のための高度な技術対応への予算確保 

・ 危険木処理等の高度な技術が必要となる作業については外部委託によることを原則と

し、費用面での活動組織の負担を減じる措置が必要。 

 

○地域協議会、活動組織の先行事例・知見を林野庁にて収集し、地域協議会へ共有、地域協

議会により活動組織への横展開 

○安全講習の採択要件化（地域協議会主催の安全対策研修も含む） 

○安全チェックリストの作成 

・ 多様な主体の参加や多様な活動形態を念頭においた、安全確保のためのチェックリスト

の検討が必要。 
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 このアンケート調査は、林野庁が実施する「森林・⼭村多⾯的機能発揮対策事業」におい
て、活動組織への⽀援・指導を⾏う地域協議会の皆様を対象に、各種の⽀援活動等の状況 
や運営上の課題等をお尋ねし、回答の集計結果を今後の施策の企画・⽴案への活⽤や、森林づくり・
地域活性化に取り組む関係者の皆様のご参考にしていただくことを⽬的としています。 
ご多忙のところ誠に恐れ⼊りますが、アンケート調査へのご協⼒をお願いいたします。 

 本アンケート調査は林野庁から委託を受け、公益財団法⼈⽇本⽣態系協会が実施しています。 
 本アンケート調査は、貴協議会における活動組織の⽀援・指導に関する取組の全体像を把握

されているご担当者様がご記⼊くださいますようお願いいたします。 
 皆様からのご回答は、本調査の⽬的以外に使⽤することはありません。 
 アンケート調査票は、本紙を含め 26ページ（全 40 問）です。 
 選択式の質問では、当てはまる選択肢のチェック欄にチェック☑をお願いいたします。 
 ご記⼊後、令和 4 年 ９ ⽉ 9 ⽇（⾦）までに同封の返信⽤封筒または E メールにて、本

アンケート調査票をご返送いただきますようお願いいたします。 
 ご不明な点がございましたら、下記のお問い合わせ先までご連絡をお願いいたします。 

 
 
＜調査委託元＞ 
 林野庁  
＜お問い合わせ及びご回答の送付先＞ 

公益財団法⼈ ⽇本⽣態系協会（担当︓⼩川、井上、⻲⽥）  
住 所︓〒171-0021 東京都豊島区⻄池袋2-30-20 ⾳⽻ビル 
電 話︓03-5951-0244 
E メール︓ shinrin-quest @ecosys.or.jp 
  

貴協議会名、アンケート記⼊者名、アンケート記⼊者の連絡先をご記⼊ください。 

地域協議会名 
 

アンケート記⼊者名 
 

アンケート記⼊者の

連絡先 

電話番号 

Eメールアドレス 

地域協議会の運営状況についてのアンケート 

1
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１．貴協議会の運営や連携状況についてお伺いします。 
問１ 運営状況  
 年間を通じて貴協議会に関わる⼈数を教えてください。 
 

常勤の担当職員 
うち常時対応されている職員数               （   ）名 

兼務されている職員数                  （   ）名 
※本事業と貴協議会の他の事業と兼任されている⽅  

繁忙期に応援を頼むことのできるおおよその職員数（常勤担当職員以外） （   ）名 

年間を通じて関わる専⾨家・学識経験者 （   ）名 

 
 
問２ ⼈員の専⾨性 
 以下の分野の相談について、貴協議会でどの程度対応可能か教えてください。 
（①〜⑥の項⽬それぞれに☑） 
 

対応可能な分野 ⾃信を持って 
対応可能 

ある程度 
対応可能 

外部の協⼒に
より対応可能 
（協⼒者の 
⾒当がつく） 

外部の協⼒に
より対応可能 

（協⼒者の 
⾒当がつかない）

①申請書作成⽀援     

②モニタリング調査     

③林業施業技術     

④マネジメント・資⾦調達     

⑤情報発信・プロモーショ
ン     

⑥その他※
（          ）     

※⑥その他に該当する場合は（   ）に内容をご記⼊ください 
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問３ 運営上の課題  
 貴協議会の運営や⼈員に関する課題について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 割り振られる⼈件費が少ない 
 ② 活動予算が少ない 
 ③ 特定分野の技術⽀援を担う⼈材がいない 
 ④ 運営を担う⼈員の労働負荷が⼤きい 
 ⑤ その他（以下、⾃由記述欄に回答お願いします） 
 ⑥ 特に課題はない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
問４ 他の主体との連携  
 本交付⾦の取組において、連携している機関や地⽅公共団体及び連携内容について教えてくださ
い。（アドバイザーを含む）（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 

     機関 
連携内容 

別の 
地域協議会 森林組合 公益法⼈・

NPO 

⼤学・ 
研究機関 
(研究者) 

その他 ※
(    ) 

① 書類作成の⽀援・指導      
② 作業や活動への助⾔      
③ 安全講習等の実施      
④ 資機材の貸与      
⑤ 広報活動の⽀援      
⑥ モニタリング調査の 

⽀援      

⑦ 地域外関係者確保の⽀援      
⑧ その他※
（          ）      

⑨ 特に連携していない      
※その他の場合は（  ）に内容をご記⼊下さい 
（次ページに続く） 

「⑤その他」にご回答の場合は、具体的な課題内容について教えてください 
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連携内容 ① 都道府県 ② 市町村 

① 活動組織の申請書類の事前確認・作成⽀援   

② 活動組織の具体的な作業状況の確認   

③ 活動組織の活動対象地が森林経営計画の範囲内かの確認   

④ 活動組織の活動場所の提供・斡旋   

⑤ 安全講習や森林施業技術の向上に向けた講習・指導   

⑥ 森林内での作業に対する助⾔   

⑦ 本交付⾦の募集に関する広報   

⑧ 活動組織の活動に関する広報   
⑨ 年度末書類（実施状況報告書等）の作成に関する事前確認 

・作成⽀援   

⑩ 活動組織向けの資機材の貸与   
⑪ 森林・林業関係（新たな森林管理制度の取扱い等） 

の情報の提供   

⑫ 上乗せ⽀援に関する相談   

⑬ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）   

⑭ 特に連携していない   
 
 
 
   

「⑬その他」にご回答の場合は、具体的な連携内容について教えて下さい 
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２．新たに創設された制度に関してお伺いします。 
問５ 関係⼈⼝創出・維持タイプ取得活動組織数  

令和３年度より「関係⼈⼝創出・維持タイプ」が創設されました。 
令和３年度及び令和４年度７⽉末時点（予定含む）に「関係⼈⼝創出・維持タイプ」の交付⾦を取
得した団体数を教えてください。 
 

令和３年度 令和４年度（予定含む） 

団体 団体

 

問６ 関係⼈⼝創出・維持タイプの相談、問い合わせ状況  
令和３年度及び令和４年度において「関係⼈⼝創出・維持タイプ」交付⾦に関して活動組織から

受けた相談や問い合わせの内容を教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① どのような活動が対象となるのか、要件がわからない 
 ② 地域外関係者の定義や対象がわからない 
 ③ 地域外関係者との接点がなく、情報発信や集客の⽅法がわからない 
 ④ 現在の活動で⼿⼀杯で、地域外関係者に声をかける余裕がない 
 ⑤ 何らかの事情で活動内容が変更になった場合はどうしたらよいかわからない 
 ⑥ 参考となる情報（他の活動組織の事例など）がほしい 
 ⑦ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑧ 特にない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑦その他」にご回答の場合は、具体的な相談内容や問い合わせ内容について教えてください
（タイプの利⽤に繋がっていないものも含めて教えてください） 
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問７ 関係⼈⼝創出・維持タイプ交付⾦取得希望団体への⽀援内容  
令和 3 年度及び令和４年度に「関係⼈⼝創出・維持タイプ」の交付⾦の取得を希望する団体へ貴

協議会が⾏った⽀援について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ①「関係⼈⼝創出・維持タイプ」の対象となる活動・要件についての説明 
 ② 参考となる情報の提供（他の活動組織の活動事例等） 
 ③ 管内で同タイプに取り組む活動組織の紹介 
 ④ 企業や NPO 法⼈、学校などの地域外関係者の個別の紹介・仲介 
 ⑤ マッチングイベント開催やブース出展などによる地域外関係者への紹介・仲介 
      （下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑥ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑦ 特にない 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
問８ 地域外関係者の紹介・仲介⽀援において苦労した点  
 地域外関係者の個別の紹介・仲介やマッチングイベント等集団での紹介・仲介を実施された場合、
実施に際し苦労されたことを教えてください。未実施の場合、その理由や実施する際のハードルな
どを教えてください。 
  

 
 
 
 
 
 

「⑤マッチングイベント開催やブース出展」「⑥その他」にご回答の場合は、具体的な⽀援内容に
ついて教えてください 
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問９「森林・⼭村多⾯的機能発揮対策アドバイザー」の周知⽅法  
令和３年度より「森林・⼭村多⾯的機能発揮対策アドバイザー」（以下、「アドバイザー」という）

制度が創設されました。令和３年度及び令和４年度においてアドバイザー活⽤に向けて活動組織に
⾏った貴協議会の周知⽅法について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 林野庁のアドバイザー活⽤案内チラシを配布し、活動組織に個別に周知した 
 ② アドバイザー制度に関する独⾃資料を作成し、活動組織に個別に周知した※ 
 ③ アドバイザーリストを配布し、活動組織に個別に周知した 
 ④ 林野庁のアドバイザー活⽤案内チラシを地域協議会 web サイトに掲載した 
 ⑤ アドバイザー制度に関する独⾃資料を作成し、地域協議会 web サイトに掲載した※ 
 ⑥ 活動組織から相談があった際に、アドバイザー制度の紹介をした 
 ⑦ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑧ 特にない 

 
 
 
 
 
 
 
 ※②、⑤本制度に関する独⾃資料を作成している場合は差⽀えなければアンケートと⼀緒に（公財）
⽇本⽣態系協会までＥメール（shinrin ｰ quest@eosys.or.jp）⼜は返信⽤封筒にてお送りいただけま
すと幸いです。 
 
問１０ 林業普及指導員を主とした道府県庁職員の活⽤状況  

アドバイザーに準じて技術的指導を⾏う⼈材として、林業普及指導員を主とした都道府県庁職
員（以下「普及指導員」という。）を活⽤できる場合があります。従来からの普及指導員の活⽤状況
についてお伺いします。（当てはまる選択肢ひとつに☑） 
 

 
 
 
 
 
 
 

 ① 従来より普及指導員に技術的指導を依頼している 
 ② 普及指導員の存在は知っていたが、技術的指導の依頼はしていなかった 
 ③ 普及指導員に技術的指導の依頼をしたことがあるが対応してもらえなかった 
 ④ 普及指導員の存在を知らなかった 
 ⑤ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

「⑦その他」にご回答の場合は、具体的な周知⽅法について教えてください 
 

「⑤その他」にご回答の場合は、具体的な活⽤状況について教えてください 
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問１１ アドバイザーの報償費単価  
アドバイザーの報酬費（謝⾦）単価についてお伺いします。 
（当てはまる選択肢ひとつに☑し、①の場合は⾦額の記⼊をお願いします） 
 
 ① 標準単価として１時間当たり      円を設定 

（⾃由記述欄２に回答をお願いします） 
 ② アドバイザー活⽤実績が無く、標準単価は未設定。 
 ③ その他（下の⾃由記述欄１．２に回答をお願いします）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１２ アドバイザーの活⽤状況  

アドバイザーの活⽤状況についてお伺いします。令和 3 年度及び令和４年度 7 ⽉末時点におい
て、貴協議会管内の活動組織及び貴協議会がアドバイザーを活⽤したケースは何件ありますか。 
 
 

令和３年度 令和４年度（７⽉末時点） 

活動組織 件 件

貴協議会 件 件

※「活動組織」及び貴「協議会」がアドバイザー制度を活⽤して指導や助⾔を受けた際にアドバイザー
から貴協議会に提出された指導・助⾔内容報告書（様式第４号）のご提供をお願いします。（公表等は致
しません。）ご提出⽅法︓（公財）⽇本⽣態系協会まで E メール（shinrin-quest@ecosys.or.jp）また
は返信⽤封筒にてお送りください。 
 
 
 

⾃由記述欄 1 「③その他」にご回答の場合は、具体的な報酬などについて教えてください 
 

⾃由記述欄２ 「①」「③」にご回答の場合は、単価設定の考え⽅・根拠について教えてくださ
い 
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問１３ アドバイザーに今後希望する指導・助⾔内容  
今後、貴協議会がアドバイスを受けたい指導・助⾔（講習会等の講師を含む）の分野を教えてく

ださい。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 

分野  ① 森林施業（⽬標設定やモニタリング調査等も含む） 
 ② 侵⼊⽵の伐採・除去・利活⽤（⽬標設定やモニタリング調査等も含む） 
 ③ 森林資源の活⽤（⽊質バイオマス・炭焼き・しいたけ原⽊等） 

（⽬標設定やモニタリング調査も含む） 
 ④ 森林⽣態、植⽣（希少植物の保護を含む） 
 ⑤ 他地域との交流・連携（活動内容の調整、交流・環境の整備等） 
 ⑥ 組織づくり（資⾦調達、企業連携、CSR、情報発信等） 
 ⑦ 安全対策、安全管理、応急処置 
 ⑧ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１４ アドバイザー制度に関するご意⾒  

アドバイザー制度活⽤の際に貴協議会内や活動組織から寄せられた「アドバイザー制度における
課題」などの意⾒がありましたら教えてください。（⾃由記述） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「⑧その他」にご回答の場合は、具体的な希望内容について教えてください 
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３．本交付⾦の申請から報告作業までの状況についてお伺いします。 
問１５ 交付⾦申請の募集回数  

令和４年度の本交付⾦事業の申請団体募集における、貴協議会が実施する本交付⾦の募集回数を
教えてください。なお、締め切りを定めていない場合は、「⑤随時募集」にご回答ください。（当て
はまる選択肢ひとつに☑） 

 

 ① １回     ② ２回    ③ ３回    ④ ４回   ⑤ 随時募集 

 

問１６ 募集期間  
 令和４年度の本交付⾦事業の申請団体募集における、貴協議会が募集を⾏った期間（募集開始⽇
から応募締切⽇）を教えてください。なお、チラシ等を郵送した場合は、発送⽇をもって募集開始
⽇としてください。 
 

令和（     ）年（     ）⽉（     ）⽇  〜 
令和（     ）年（     ）⽉（     ）⽇ 

募集期間︓（          ）箇⽉ ※おおよその期間をご記⼊ください 

 

問１７ 説明会の実施回数、実施箇所数  
 令和 4 年度の本交付⾦事業の申請団体募集における、貴協議会が実施した説明会の回数と、市町
村単位での説明会の実施箇所数について教えてください。 
 

実施回数 実施箇所数（市区町村単位） 

回 市区町村 
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問１８ 申請団体を増やすための取組  
 令和４年度の本交付⾦事業の申請団体募集における、申請団体数を増やすため⼜は申請団体が応
募しやすくするために貴協議会が⾏っている取組について教えてください。（当てはまる選択肢す
べてに☑） 
 
 ① 本交付⾦に関する説明会の開催 
 ② 都道府県と協⼒・連携した周知・指導 
 ③ 市町村と協⼒・連携した周知・指導 
 ④ 林野庁作成資料の公開・配布 
 ⑤ 申請書類作成に当たっての独⾃の Q&A の作成・公開・配布 
 ⑥ 申請書類記⼊例の作成・公開・配布 
 ⑦ 申請書類作成を指導・⽀援する別団体の紹介・斡旋 
 ⑧ 過年度との変更点をまとめた資料の作成・公開・配布 
 ⑨ 独⾃の募集⽤チラシ・パンフレットの作成・公開・配布 
 ⑩ web サイトでの申請書類の公開 
 ⑪ モニタリング調査に関する説明会・講習会の開催 
 ⑫ モニタリング調査のための⼿引き等の資料の作成・公開・配布 
 ⑬ 安全講習の講師・指導者の紹介・斡旋 
 ⑭ 森林ボランティア活動⽤の保険の斡旋・宣伝 
 ⑮ 対象地の⾯積算定の⽀援 
 ⑯ 森林所有者との調整の⽀援 
 ⑰ 活動対象森林の確保の⽀援 
 ⑱ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑲ 特に⾏っていない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑱その他」にご回答の場合は、具体的な取組内容について教えてください 
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問１９ 申請書や実施状況報告書等の作成に関する⽀援 
 令和４年度の申請書や令和３年度末における実施状況報告書等の関連書類の円滑な提出のため
に、貴協議会が⾏った具体的な⽀援の内容について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに
☑）

 ① 書類作成のための説明会の開催
 ② 書類作成に当たっての協議会独⾃の Q&A の作成・公開・配布
 ③ 書類記⼊例の作成・公開・配布
 ④ 書類作成を指導・⽀援する別団体の紹介・斡旋
 ⑤ 貴協議会事務所にて相談が可能な旨の連絡・周知
 ⑥ 書類作成状況についての事前確認の実施（定期的に活動記録が取られているか等）
 ⑦ 安全対策に関する資料の作成・公開・配布※
 ⑧ モニタリング調査に関する資料の作成・公開・配布※
 ⑨ 提出物に関するリストの作成・公開・配布
 ⑩ 上記以外の書類の独⾃様式の作成・公開・配布
 ⑪ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

※⑦安全対策、⑧モニタリング調査に関する独⾃資料を作成している場合は、差⽀えなければアンケー
トと⼀緒に（公財）⽇本⽣態系協会まで E メール（shinrin-quest@eosys.or.jp）⼜は返信⽤封筒に
てお送りいただけますと幸いです。 

「⑪その他」にご回答の場合は、具体的な⽀援内容について教えてください 
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問２０ 活動組織の申請に対する指導・修正内容 
 令和４年度において、活動組織に対して貴協議会が実施した、申請段階における指導・修正の内容に
ついて教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 申請書類の記載漏れ、記載ミスがあった 
 ② 交付⾦対象外の活動が申請されていた 
 ③ 適切な計画図（森林計画図や縮尺 1/5,000 以上の図⾯）が準備されていなかった 
 ④ ⾯積の要件（0.1ha 以上）が満たされていなかった 
 ⑤ ⾯積の算定が適切かどうかわからなかった 
 ⑥ 活動対象地に関する協定書が適切な内容ではなかった 
 ⑦ 森林経営計画の対象地が含まれていた 
 ⑧ 交付⾦の使途に適切ではない内容があった 
 ⑨ 添付された写真では対象森林の現況を把握することが困難であった 
 ⑩ 活動スケジュールが適切ではなかった 
 ⑪ 安全のために着⽤する装備が⼗分ではなかった 
 ⑫ 保険に未加⼊ないしは、補償内容が不⼗分だった 
 ⑬ 安全講習の内容が適切ではなかった 
 ⑭ モニタリング調査の内容が適切ではなかった 
 ⑮ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑯ 特に⾏っていない

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑮その他」にご回答の場合は、具体的な指導・修正内容について教えてください 
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問２１ 申請書や実施状況報告書等の作成で⽣じた課題 
 令和４年度の申請書や令和３年度末における実施状況報告書等の書類作成において、貴協議会で
どのような問題や課題が⽣じたかを教えてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問２２ 活動段階における相談事項 
 令和３年度及び令和４年度において、交付⾦の採択決定以降、実績報告書提出前の段階で活動組
織が実際に活動を⾏うに当たり、貴協議会が受けた相談内容について教えてください。（当てはま
る選択肢すべてに☑） 
 
 ① 作業を⾏う⼈数を確保できない 
 ② 作業を⾏う際に必要な資機材を⽤意できない 
 ③ 活動記録や⾦銭出納簿等、必要な事務書類の書き⽅がわからない 
 ④ 活動記録上、必要な写真の撮り忘れがあった 
 ⑤ 作業中に参加者にけが⼈がでた 
 ⑥ 活動対象地で⾃然災害による被害が⽣じた 
 ⑦ 活動対象地で⿃獣による被害が⽣じた 
 ⑧ 作業により周辺に物損事故があった（電線へのかかり⽊等） 
 ⑨ モニタリング調査について 
 ⑩ 具体的な購⼊可能な資機材について 
 ⑪ 活動参加者の募集について 
 ⑫ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑬ 特に相談は受けていない 

 
 
 
 
 
 

「⑫その他」にご回答の場合は、具体的な相談内容について教えてください 
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問２３ 現地調査の際の確認事項及び助⾔事項  
 令和３年度及び令和４年度において、現地調査（現地視察）の際に⾏った確認や助⾔について教
えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 作業の実施状況の確認 
 ② 作業⽅法についての助⾔・相談対応 
 ③ 作業時の安全対策の実施状況の確認 
 ④ 作業時の安全対策についての助⾔・相談対応 
 ⑤ 活動対象地の森林状態の確認 
 ⑥ 活動対象地の位置・⾯積・境界の確認（図⾯との照合等） 
 ⑦ 本交付⾦で購⼊した資機材・物品の利⽤状況の確認 
 ⑧ モニタリング調査の調査区（標準地）の設定状況の確認 
 ⑨ モニタリング調査についての助⾔・相談対応 
 ⑩ モニタリング調査の調査結果の妥当性の確認 
 ⑪ 活動記録や⾦銭出納簿等の事務書類の記録状況の確認 
 ⑫ 事務書類の作成について助⾔・相談対応 
 ⑬ 活動対象地周辺への影響の有無の確認 
 ⑭ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑮ 特に確認していることはない 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑭その他」にご回答の場合は、具体的な取組内容について教えてください 
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問２４ 説明会、講習会等の実施 
 貴協議会が、本交付⾦の活動を円滑に進めるために、令和３年度及び令和４年度に実施した説明
会や講習会等がありましたら教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 申請書類の作成 
 ② 交付⾦対象として採択された後の書類作成（実施状況報告書等） 
 ③ 動⼒付き機械（チェンソー・刈払機等）の利⽤⽅法、技能習得 
 ④ 森林内での活動についての安全対策（動⼒付き機械の利⽤以外。熱中症予防等） 
 ⑤ 森林整備の⼿法（施業⽅法の考え⽅・かかり⽊の処理・⼤径⽊の伐採⽅法等） 
 ⑥ 活動事例発表、実際に活動を⾏っている団体の現地視察会等 
 ⑦ モニタリング調査について 
 ⑧ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑨ 特に実施していない 

 
 
 
 
 
 
問２５ 活動組織の協⼒関係の促進に向けた⽀援・取組 
 令和３年度及び令和４年度に、貴協議会が、活動組織の連携や協⼒関係を促進させるために⾏ってい
る取組、⽀援策について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
※貴協議会の所轄管内以外の団体との連携や協⼒を⾏う場合も含めてご回答ください。 
 
 ① 活動事例発表会等の開催 
 ② 現地⾒学会の開催 
 ③ 研修会の実施 
 ④ 活動組織間の交流会（上記①発表会②現地⾒学会③研修会を除く）の実施 
 ⑤ 活動事例集の発⾏ 
 ⑥ ホームページ、Facebook 等の SNS や掲⽰板サービス等による情報発信 
 ⑦ 他の活動組織が⾏うイベント情報、通信誌等の共有 
 ⑧ メーリングリストを活⽤した情報共有 
 ⑨ 活動組織間の連絡網の作成 
 ⑩ 活動組織間での協⼒（資機材の融通や⼈員確保等）の斡旋 
 ⑪ 市町村による活動組織や森林ボランティアの連携に向けた取組への協⼒ 
 ⑫ 地域外の活動組織や関係者に関する情報の提供 
 ⑬ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑭ 特に取組は⾏っていない 

 
 
 
 
 

「⑧その他」にご回答の場合は、具体的な内容について教えてください 
 
 
 
 

「⑬その他」にご回答の場合は、具体的な取組内容について教えてください 
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問２６ 活動の進展状況  
 貴協議会管内の活動組織の活動成果における全体的な傾向として、下記に⽰す各項⽬に関する進
捗状況について、貴協議会から⾒た印象を教えてください。（①〜⑩の項⽬それぞれに☑） 
  

⼗
分
取
組
が
進
ん
で
い
る 

あ
る
程
度
取
組
が
進
ん
で
い
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
取
組
が
進
ん
で
い
な
い 

取
組
が
進
ん
で
い
な
い 

よ
く
わ
か
ら
な
い 

① 森林管理を⾏う⼈材の育成       

② 関連する企業からの⽀援       

③ 活動を継続するための財源の確保       

④ 活動を⾏う上での安全性の確保       

⑤ 森林由来の資源利⽤の増加       

⑥ 森林整備による景観の改善       

⑦ 地域(集落)のコミュニティの活性化       

⑧ 森林・林業に関する理解の向上       

⑨ 関連する⼈や団体間の連携・協⼒       

⑩ 交付⾦終了後の活動組織の継続性       
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４．モニタリング調査に関する事についてお伺いします。 
問２７ モニタリング調査に対する課題の内容  

モニタリング調査について、令和３年度から令和４年度にかけて、貴協議会が直⾯した課題につ
いて教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 

 

 ① モニタリング調査の⽅法が妥当かどうか判断できない 

 ② 提案された独⾃調査が適切かどうか判断できない 

 ③ 承認されていない独⾃調査のみを実施する活動組織がある 

 ④ モニタリング調査の調査場所が適切かどうか判断できない 

 ⑤ 混み合っていない森林等、モニタリング調査のガイドラインで想定されていない状態の場

所を調査場所とする活動組織がある 

 ⑥ 初回調査の調査結果が適切かどうか判断できない 

 ⑦ 初回調査に不備があった際の対応⽅法がわからない 

 ⑧ 活動組織にモニタリング調査の⽅法を理解してもらうことが難しい 

 ⑨ 活動組織がモニタリング調査に必要な道具を準備することができない 

 ⑩ なぜモニタリング調査が必要なのか説明ができない 

 ⑪ 調査⽅法について助⾔や指導を⾏うことのできる協議会の担当者がいない 

 ⑫ 調査⽅法について助⾔や指導が可能な個⼈・団体に協⼒を仰ぐことができない 

 ⑬ 活動組織の決めた数値⽬標が妥当かどうか判断ができない 

 ⑭ 数値⽬標を決める際の前提となる「活動組織が実現可能な作業量」を評価できない 

 ⑮ 初回調査実施後に数値⽬標の達成が難しいと判明した活動組織への指導⽅法がわからない

 ⑯ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

 ⑰ 特に課題と感じるようなことはない
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑯その他」にご回答の場合は、具体的な課題の内容について教えてください 
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問２８ モニタリング調査に関連する問い合わせの内容 
 令和３年度及び令和４年度において、活動組織がモニタリング調査を⾏うに当たり、貴協議会に
寄せられた問い合わせの内容について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑）

 ① どのような調査を⾏えばよいのかわからない
 ② ⽬指す森林の状態を把握するのに適した調査⽅法がガイドラインに記載されていない
 ③ 調査区（標準地）をどこに設定すればよいか分からない
 ④ 数値⽬標をどのように決めればよいか分からない
 ⑤ 数値⽬標をどれくらいに設定すればよいか分からない
 ⑥ 初回調査をいつ⾏えばよいか分からない
 ⑦ 年次調査をいつ⾏えばよいか分からない
 ⑧ モニタリング結果報告書にどんな数値を書けばよいか分からない
 ⑨ モニタリング結果報告書にどんな写真を添付すればよいか分からない
 ⑩ モニタリングの調査⽅法の変更をどのようにすればよいか分からない
 ⑪ モニタリングの数値⽬標の変更をどのようにすればよいか分からない
 ⑫ モニタリングの調査区（標準地）の変更をどのようにすればよいか分からない
 ⑬ 積雪や災害被害等で、モニタリング調査を実施できない
 ⑭ モニタリング調査の結果が悪く、数値⽬標を達成できる⾒込みがない
 ⑮ 独⾃の調査⽅法でモニタリングを実施したいが可能か
 ⑯ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）
 ⑰ 特にモニタリング調査について問い合わせはない

問２９ モニタリング調査に対する⽀援内容 
 令和３年度及び令和４年度において、活動組織がモニタリング調査を円滑に進めるために、貴協
議会が実施した⽀援の内容について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑）

 ① モニタリング調査の際に貴協議会の担当者も参加し、適宜助⾔を⾏う
 ② モニタリング調査を実施する上で参考となる資料を独⾃に作成した
 ③ モニタリング調査を実施する上で参考となる資料の紹介を⾏っている（独⾃作成除く）
 ④ アドバイザーリストにあるアドバイザーの紹介を⾏う
 ⑤ アドバイザーリストに掲載されていない個⼈や専⾨家の紹介を⾏う
 ⑥ 本交付⾦を取得している活動組織で、モニタリング調査についての助⾔や⽀援が可能な団

体を紹介している 
 ⑦ 本交付⾦を取得していない団体で、モニタリング調査についての助⾔や⽀援が可能な団体

を紹介している 
 ⑧ モニタリング調査の実施⽅法に関する講習会・学習会を実施する
 ⑨ その他（次項の⾃由記述欄に回答をお願いします）
 ⑩ 特に⽀援は⾏っていない

「⑯その他」にご回答の場合は、具体的な問い合わせの内容について教えてください 
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問３０ 適切な調査⽅法や⽬標の考え⽅の周知  
令和３年度ののスキルアップ研修にて適切な調査⽅法の設定や⽬標の考え⽅を⽰し、また令和４年度

４⽉にモニタリング調査ガイドラインを改訂したところです。これらの活動組織への周知や働きかけに
ついて教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 改訂版のモニタリング調査ガイドラインを配布し、活動組織に個別に周知した。 
 ② 林野庁作成資料（研修資料）を配布し、活動組織に個別に周知した。 
 ③ 独⾃資料を作成・配布し、活動組織に個別に周知した。※ 
 ④ 説明会・講習会で周知した。 
 ⑤ Web サイトで関係資料を公開・配布した。 
 ⑥ ⽬標達成率が低位な活動組織に対し個別に指導し、改善を促した。 
 ⑦ ⽬標達成率が低位な団体は無く、個別に指導は⾏っていない。 
 ⑧ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

 
 
 
 
 
 
 
※③独⾃資料を作成している場合は、差⽀えなければアンケートと⼀緒に（公財）⽇本⽣態系協会まで
E メール（shinrin-quest@eosys.or.jp）⼜は返信⽤封筒にてお送りいただけますと幸いです 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑨その他」にご回答の場合は、具体的な取組内容について教えてください 
 
 
 
 

「⑧その他」にご回答の場合は、具体的な周知や働きかけについて教えてください 
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問３１ 独⾃のモニタリング調査⽅法を⾏っている活動組織  
モニタリング調査のガイドラインの中では代表的な調査⽅法を紹介しています。⼀⽅、それぞれ

の活動成果の評価は、活動内容や状況等により様々な⽅法が考えられます。本ガイドラインの中で
は、それぞれの状況にあった多様な評価⽅法を適宜紹介することで、より主体的なモニタリング調
査の実施を促すことにつなげていくことも必要と考えます。 
 そこで、貴協議会が承認した独⾃調査⽅法にてモニタリング調査を実施している活動組織がござ
いましたらご紹介ください。※複数組織ある場合や、記⼊欄が不⾜する場合は適宜別紙にご記⼊を
お願いします。（様式は問いません。） 
 
活動組織名  
活動タイプ  ① 地球環境保全タイプ「⾥⼭林保全」 

 ② 地球環境保全タイプ「侵⼊⽵除去、⽵林整備」 
 ③ 森林資源利⽤タイプ 
 ④ 森林機能強化タイプ 
 ⑤ 関係⼈⼝創出・維持タイプ 

⽬標  

モニタリング
調査⽅法 
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５．安全対策や森林施業技術向上の取組についてお伺いします。 
問３２ 安全対策の推進のための取組内容  
 令和３年度と令和４年度において、貴協議会が所轄管内での活動組織の安全対策を推進するため
に、活動組織に対して⾏っている取組について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
 ① 安全講習会の実施（地域協議会｟事務局団体を含む｠が主催あるいは共催するもの） 
 ② 他団体（⾃治体等）が主催する安全講習会への参加呼びかけや案内の送付 
 ③ 安全装備購⼊等の安全対策に交付⾦を利⽤するように指導 
 ④ 保険加⼊の斡旋 
 ⑤ 安全対策の不備が⾒つかった場合の事情確認  
 ⑥ 安全マニュアルの配布・紹介（※独⾃に作成したものでなくても構いません） 
 ⑦ 記録写真による活動組織の安全対策の実施状況の確認と指導 
 ⑧ 現地確認の際の活動組織の安全対策の実施状況の確認と指導 
 ⑨ 事故情報に関する周知等の安全に関する注意喚起 
 ⑩ 専⾨家や講師の派遣（アドバイザー含む） 
 ⑪ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑫ 特に取組は実施していない 

 
 
 
 
 
 
 
問３３ 安全対策や森林施業技術向上講習の課題  

活動組織が安全講習や森林施業技術向上のための講習を進めていく上で、貴協議会が課題と感じ
ることについて教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 

 
  ① 講師の予定者が、講師として適任であるか判断がつかない場合がある 
  ② 参加者の⼈数に対して講師の数が少ない 
  ③ 講習⽇の⽇程調整が難しい 
  ④ 外部講師の所在地が、活動組織の所在地と離れていて認めてよいかわからない 
  ⑤ 活動組織が具体的に何を学ぼうとしているのかわからない 
  ⑥ 活動組織（内部講師）が提案した講習内容が、適切な内容ではない 
  ⑦ 活動組織（内部講師）で独⾃に⾏う講習が、適切な内容であるかわからない 
  ⑧ どのような条件を満たせば、講習の義務を果たせるのか判断がつかない場合がある 
  ⑨ 活動組織の活動対象地が講習に適した場所ではない場合がある 
  ⑩ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
  ⑪ 特に課題と感じるようなことはない

 
 
 
 

「⑪その他」にご回答の場合は、具体的な取組内容について教えてください 
 
 

「⑩その他」にご回答の場合は、具体的な課題について教えてください 
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問３４ 安全講習や森林施業技術向上の講習を促進するための⽀援  
 令和３年度及び令和４年度において、活動組織の安全講習や森林施業技術向上のための講習が円
滑に実施されるために、貴協議会が⾏っている⽀援について教えてください。（当てはまる選択肢
すべてに☑）また、安全対策を推進する上での課題があれば⾃由記述欄２にご回答をお願いします。 
 
 ① 講師の紹介・斡旋 
 ② 講習内容の指導 
 ③ 講習に役⽴つマニュアル等の資料の配布・紹介 
 ④ 活動組織内の講師候補向けの安全講習の実施 
 ⑤ 活動組織内の講師候補向けの、他の活動組織の安全講習の紹介、参加の呼びかけ 
 ⑥ 協議会主催の安全講習会の実施 
 ⑦ 都道府県が実施する安全講習の紹介 
 ⑧ 市区町村が実施する安全講習の紹介 
 ⑨ 関係機関が実施する安全講習の紹介 
 ⑩ その他（下の⾃由記述欄 1 に回答をお願いします） 
 ⑪ 特に⽀援は⾏っていない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾃由記述欄１「⑩その他」にご回答の場合は、具体的な⽀援内容について教えてください 
 

⾃由記述欄 2 安全対策を推進する上での課題があれば教えてください 
 

23



24 
 

６．活動組織へのフォローアップなどについてお伺いします。 
問３５ 本交付⾦以外に活動組織が活⽤できる助成制度の有無  
 貴協議会の本交付⾦以外に活動組織が活⽤できる助成制度の有無について教えてください。 
（当てはまる選択肢ひとつに☑） 
 
 ① ある 
 ② なし 
※制度の名称について教えてください。 
■本交付⾦と重複して交付が受けられるもの 
（                              ） 
■本交付⾦と重複して交付が受けられないもの 
（                            ） 

 
問３６ 本交付⾦以外に活動組織が活⽤できる助成制度の周知  
 本交付⾦以外に活動組織が活⽤できる助成制度の発信や案内について教えてください。 
（当てはまる選択肢ひとつに〇） 
 
 ① 積極的に発信している 
 ② 問い合わせがあれば案内している 
 ③ 特に発信や案内はしていない 

 

問３７ 本交付⾦終了後の団体の状況の把握状況  
 本交付⾦の活動を終了した活動組織のうち、貴協議会がその後の活動状況について把握している
組織がどの程度あるか教えてください。（当てはまる選択肢ひとつに☑） 
 
 ① 交付⾦活動終了後の活動組織のほとんどについて活動状況を把握している 
 ② 交付⾦活動終了後の活動組織の半数程度について活動状況を把握している 
 ③ 交付⾦活動終了後の活動組織のうち⼀部について活動状況を把握している 
 ④ 交付⾦活動終了後の活動組織の活動状況はほとんど把握していない 
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問３８ 交付⾦活動の終了後の活動組織への⽀援内容  
 本交付⾦の活動を終了する活動組織に対して、活動を継続するための⽀援を貴協議会が⾏ってい
ましたら具体的な内容について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに☑） 
 
① 本交付⾦以外の活⽤可能な補助制度の紹介 
② 林産物の販売収⼊に関する情報の提供 
③ 活動の⾃⽴に向けた協⼒団体の紹介 
④ 過去に⾃⽴化に成功した活動団体の事例の紹介 
⑤ 該当団体の web サイトへのリンクを地域協議会の web サイトに掲載 
⑥ 講習会の紹介 
⑦ 各種相談の受付 
⑧ その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
⑨ 特に⽀援は⾏っていない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「⑥その他」にご回答の場合は、具体的な取組内容について教えてください 
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７．他の協議会と共有したいこと、国へのご意⾒、要望についてお伺いします。 
問３９ 他の協議会と共有したいことについて 
 本交付⾦に関連して、他の協議会と共有したい、聞いてみたいことなどがございましたら教えて
ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問４０ 国に対するご意⾒、ご要望 
 本交付⾦に関連して、困っていることや国に対して要望することなどがございましたら教えてく
ださい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケートは以上です。ご協⼒ありがとうございました。 
記⼊いただいた調査票は、返信⽤封筒で令和４年９⽉９⽇（⾦）までにご投函いただくか、E メー
ルで shinrin-quest@ecosys.or.jp までお送りください。 
※以下の資料を返信⽤封筒⼜は、E メールでお送りください。無断で公表等はいたしません。 
【貴協議会⼜は活動組織がアドバイザーを利⽤された場合（必須）】 
 ・アドバイザーから提出された指導・助⾔内容報告書（様式第４号） 
【ご提供いただける場合（任意）】 
 ・アドバイザー制度に関する独⾃資料 
 ・安全対策に関する独⾃資料 
 ・モニタリング調査に関する独⾃資料 
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団体名、団体所在地、アンケート記⼊者名、連絡先をご記⼊ください。 

団体名  

団体所在地 
（市町村まで） 

 
都・道・府・県      市・区・町・村 

アンケート記⼊者名  

アンケート記⼊者の 
連絡先 

電話番号 

E メールアドレス 

 
 

■このアンケート調査は、林野庁が実施する「森林・⼭村多⾯的機能発揮対策事業」を活⽤
して森林づくりや地域活性化に取り組む団体（活動組織）の皆様を対象に、各種の活動状
況や活動計画の内容をお尋ねし、回答の集計結果を今後の施策の企画・⽴案への活⽤や、
森林づくり・地域活性化に取り組む関係者の皆様の参考にしていただくことを⽬的として
います。ご多忙のところ誠に恐れ⼊りますが、アンケート調査へのご協⼒をお願いいたし
ます。 

■アンケート調査票は、貴団体の森林づくり・地域活性化の取組の全体像を把握されている
団体の代表者様、ご担当者様等がご記⼊くださいますようお願いいたします。 

■皆様からのご回答は、本調査の⽬的以外に使⽤することはありません。 
■選択式の質問では、当てはまる選択肢の回答欄（）にチェック（）をお願いします。 
■ご記⼊後、令和 4 年 ９ ⽉ ９ ⽇（⾦）までに同封の返信⽤封筒または E メールにて、
アンケート調査票をご返送いただくようお願いします。 

■ご不明な点がございましたら、下記のお問い合わせ先までご連絡をお願いいたします。 
■アンケート調査票は、本紙を含め全１９ページです。質問数は全３３問です。 

  
 

＜調査委託元＞ 
 林野庁 
＜お問い合わせ及びご回答の送付先＞ 

公益財団法⼈ ⽇本⽣態系協会（担当︓⼩川、井上、⻲⽥） 
住 所︓〒171-0021 東京都豊島区⻄池袋2-30-20 ⾳⽻ビル 
電 話︓03-5951-0244 
E メール︓shinrin-quest@ecosys.or.jp 
  

森林・山村多面的機能発揮対策に係る活動状況についてのアンケート 
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１. 貴団体の活動内容についてお伺いします。 
問１ 活動組織の形態  

貴団体の形態について教えてください。（当てはまる選択肢１つだけに） 
 
 ①任意団体(⾃治会・サークル・親睦会等の法⼈格のない団体。⾃伐林家を除く) 
 ②財団法⼈・社団法⼈   ③NPO 法⼈         ④森林組合 
 ⑤企業          ⑥学校・幼稚園・保育所  ⑦⾃伐林家 
 ⑧その他 

 
 
問２ 交付⾦のタイプ 
 貴団体が本年度（令和４年度）及び令和２年度、令和３年度に取得している本交付⾦の内容、活
動タイプを教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 

 A) 令和 2 年度 B) 令和 3 年度 C) 令和 4 年度

① 活動推進費（初年度のみ）    

② 地域環境保全タイプ 
⾥⼭林保全活動    

③ 地域環境保全タイプ 
侵⼊⽵除去、⽵林整備活動    

④ 森林資源利⽤タイプ    

⑤ 森林機能強化タイプ    

⑥ 関係⼈⼝創出・維持タイプ ※ −   

⑦ 機材及び資材の整備    

⑧ 本交付⾦を取得していない 
(しない予定である）    

 
※「関係⼈⼝創出・維持タイプ」を取得している場合は問３へ、取得していない場合は問５へ移動
してください。 
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２. 関係人口・創出維持タイプについてお伺いします。 
問３ 地域外関係者の属性 

関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦を取得した活動組織のみに質問します。 
 関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦を活⽤してどのようなご所属の地域外関係者と活動をしたか
（する予定も含む）教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 ①個⼈ 
 ②任意団体（⾃治会・サークル・親睦会等の法⼈格のない団体） 
 ③公益法⼈（財団法⼈・社団法⼈） 
 ④NPO 法⼈ 
 ⑤森林組合 
 ⑥森林組合以外の林業関係団体（活動組織など） 
 ⑦企業 
 ⑧学校関係（幼稚園・保育所・⼩学校・中学校・⾼等学校・専⾨学校・⼤学など） 
 ⑨その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

 
「⑨その他」にご回答の場合には、どのようなご所属が教えてください 

 
 
 
 
 
 
問４ 関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦活⽤の効果 

関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦を取得した活動組織のみに質問します。 
関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦を活⽤した効果について教えてください。（当てはまる選択

肢すべてに） 
 
 ①積極的に地域外関係者と交流するきっかけとなった 
 ②地域外関係者が継続的に活動に参加するようになった 
 ③地域外関係者が組織の⼀員として新たに加⼊した 
 ④地域外関係者が活動に参加することにより作業がはかどった 
 ⑤活動に参加した地域外関係者による SNS などの発信で反響があった 
 ⑥（間接的にでも）地域が活性化した（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑦これから活動するのでまだわからない 
 ⑧その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

 
「⑥（間接的にでも）地域が活性化した」、「⑦その他」にご回答の場合には、活性化した内容や効

果について教えてください 
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問５ 関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦を取得しなかった理由 
関係⼈⼝創出・維持タイプの交付⾦を取得しなかった団体にお伺いします。
取得しなかった理由を教えてください。（当てはまる選択肢すべてに）

 ①採択申請書作成時点で地域外関係者の相⼿先の確保が難しかったから
 ②活動組織内のメンバーのみで活動したかったから
 ③地域外関係者受⼊の際、安全確保が難しいと感じたから
 ④地域外関係者受⼊の際、道具等の確保ができないから
 ⑤地域外関係者受⼊のための環境整備が難しいから
 ⑥地域外関係者受⼊のための活動組織内部の意⾒調整に苦労したから
 ⑦活動内容を誰にどのように広報すればよいかわからなかったから
 ⑧地域外関係者の対応に係る作業負担に対応できないから
 ⑨地域外関係者を受け⼊れたが、⼈数要件に満たなかったから
 ⑩「関係⼈⼝創出・維持タイプ」の交付⾦の存在を知らなかったから
 ⑪その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

⑪「その他」にご回答の場合には、取得しなかった理由を教えてください

3. 貴団体の活動実績についてお伺いします。

問６ 活動対象地となる森林 
 貴団体が本交付⾦を⽤いた活動を⾏っている森林について教えてください。（現在の状態をご回
答ください）（当てはまる選択肢すべてに）

 ①針葉樹林  ②広葉樹林  ③針広混交林
 ④⽵林  ⑤その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

「⑤その他」にご回答の場合には、活動対象地の森林の状態について教えてください
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問７ 活動の⽬的  
 貴団体が本交付⾦を⽤いて⾏う活動の⽬的を教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①景観を良くしたい 
 ②地域コミュニティの維持・活性化をしたい 
 ③地球温暖化防⽌に貢献したい（⼤気中の CO２ を減らしたい） 
 ④地域の⽣物多様性を守りたい 
 ⑤森林から得られる森林資源を活⽤したい 
 ⑥対象となる森林での⿃獣被害を軽減したい 
 ⑦対象となる森林周辺の農地等における⿃獣被害を軽減したい 
 ⑧森林の近くの道路を安⼼して通れるようにしたい 
 ⑨森林が有する⽔源涵養機能を守りたい 
 ⑩森林で⼟砂災害等の災害が発⽣しないようにしたい 
 ⑪道路、住宅、農地等への樹⽊や⽵の倒伏・侵⼊の被害を防ぎたい 
 ⑫活動に関係する⼈々の間の交流を深めたい 
 ⑬森林を利⽤した教育活動や⾃然体験活動を⾏いたい 
 ⑭森林に関連する雇⽤を⽣み出したい 
 ⑮森林に関わる取組と農業との連携を進めたい（肥料づくり等） 
 ⑯その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑰特に⽬標とすることはない 

 
「⑯その他」にご回答の場合には、⽬的とする具体的な内容について教えてください 
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問８－１ 活動を⾏う上で苦労した点・その解決⽅法  
 本交付⾦を⽤いた活動に関連して、活動（モニタリング調査を除く）を⾏う上で苦労したこと
を教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
【⼈材に関すること】 
 ①新たな活動参加者の確保 
 ②既存の活動参加者の活動継続 
 ③活動の指導者・リーダーの確保 
 ④活動組織の運営や活動計画づくりが

できるスタッフの確保 
 ⑤活動協⼒企業・団体の確保 
【技術⾯に関すること】 
 ⑥活動参加者の現場での活動能⼒向上 
 ⑦林業資機材・設備を使⽤するための 

安全知識・技術の習得 
 ⑧モニタリング調査 
 ⑨交付⾦事務⼿続き資料の作成 

（活動記録簿等） 
【機材に関すること】 
 ⑩活動に必要な林業資機材・設備の 

確保 
 ⑪活動のための安全装備の確保 
 ⑫休憩施設の設置場所や資機材の保管

場所の確保 
【情報に関すること】 
 ⑬活動の対外的な PR やイベントの 

周知 
 ⑭森林所有者や地域住⺠、地域の森林

組合等の理解 
 ⑮活動に必要な情報の⼊⼿（森林簿、

施業⽅法等） 

【資⾦に関すること】 
 ⑯活動メンバーからの会費の徴収 
 ⑰寄附・クラウドファンディング等による資

⾦調達 
 ⑱⽊材・林産物⽣産、オリジナルグッズ等の販売 
 ⑲本交付⾦以外の助成⾦・補助⾦事業の活⽤  
 ⑳作業受託による資⾦確保 
【その他】 
 ㉑活動資⾦を使うにあたっての会計処理 
 ㉒作業中・活動中の病⼈・けが⼈の発⽣ 
 ㉓クマ、ヘビ、ハチ、マダニ等の有害⽣物対策 
 ㉔安全対策の徹底 
 ㉕対象地におけるシカやイノシシ等による獣害 
 ㉖森林所有者の確認・境界確定に関する現地 

調査   
 ㉗台⾵、豪⾬、強⾵等による森林の被害 
 ㉘新型コロナウィルス感染症への対応 
 ㉙その他（上記の項⽬以外で苦労したことを 

下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

「㉙その他」にご回答の場合には、苦労されたことを具体的に教えてください 
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問８－２ 活動を⾏う上で苦労した点・その解決⽅法  
またその苦労したことをどのように解決したのかを教えてください。（以下、⾃由記述欄へ記⼊） 

 
 
 
 
 
 
 
 
問 9 他団体からの協⼒  
 貴団体が本交付⾦を⽤いて活動を⾏うに当たり、⽀援を受けている、または協働している地⽅
公共団体や団体・専⾨家、及び⽀援・協働の内容について教えてください。（アドバイザーを含
む）（当てはまる選択肢すべてにチェック） 
 
 
 

⽀援を受けた 
または協働した 

内容 
 
 
 

 協⼒団体 

Ａ 

書
類
作
成 

Ｂ 
森
林
内
で
の
活
動
︵
助
⾔)

Ｃ 

安
全
講
習 

Ｄ 

資
機
材
の
貸
与 

Ｅ 

広
報
活
動 

Ｆ 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査 

Ｇ 

そ
の
他 ⾃

由
記
述
欄
に
も
回
答 

Ｈ 

特
に
協
⼒
関
係
は
な
い 

① 都道府県         
② 市町村         
③ 地域の森林組合等の林業

関係団体         

④ NPO・森林ボランティア
団体         

⑤ ⼤学や研究機関（研究者）         
⑥ その他        

 
「Ｇ その他」にご回答の場合には、具体的な⽀援内容について教えてください 

 
 
 

「⑥その他」にご回答の場合には、具体的な協⼒団体について教えてください 
※例︓森林管理局、森林管理署、学校、企業等 
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問１０ 持続的な活動に向けた取組 
 貴団体が、本交付⾦終了後も持続的に活動していくために取り組んでいることについて教えてく
ださい。（以下、⾃由記述欄へ記⼊） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. 貴団体の人材に関してお伺いします。 
問１１ 活動⽇１⽇当たりの参加⼈数（年齢別）  
 令和３年度及び令和４年度の貴団体が交付⾦を⽤いて⾏う活動について、“活動⽇１⽇当たり”
で実際に活動に参加されているおおよその平均参加⼈数（⾒込含む）を年齢層別に教えてくださ
い。（①〜⑤の年齢層ごとに当てはまる選択肢１つだけにチェック） 
 

⼈数 
年齢 参加なし １〜５⼈ 6〜10 ⼈ 11〜20 ⼈ 21 ⼈以上 

① 20 歳未満     

② 20〜39 歳     

③ 40〜59 歳     

④ 60〜69 歳     

⑤ 70 歳以上     

 
 
問１２ 新規メンバーの募集状況  
 運営スタッフと活動参加者を含めての新規メンバーの募集意向について教えてください。（当て
はまる選択肢１つだけに） 
 
  ①新規メンバーを募集しており、確保まで結びついている 
  ②新規メンバーを募集しているが、確保までは結びついていない 
  ③新規メンバーを募集していない （下の⾃由記述欄に回答をお願いします）→問 14 へ 

 
「③新規メンバーを募集していない」にご回答の場合は、その理由を教えてください 
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問１３ 新規メンバー確保の有無、メンバー新規募集の意向 
 問 12 で①、②と回答された活動組織に質問します。運営スタッフと活動参加者を含めての新
規メンバーが必要な理由について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①活動の後継者がいないから 
 ②活動の幅を広げるために⼈⼿が必要だから 
 ③活動に必要な技術や経験・スキル等を持ったメンバーがいないから 
 ④メンバーの年齢層に偏りがあり、幅広い世代が活動に参画してほしいから 
 ⑤地域の住⺠に参画してほしいから 
 ⑥地域外の⼈に参画してほしいから 
 ⑦その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

 
「⑦その他」にご回答の場合は、具体的に新規メンバーが必要な理由を教えてください 

 
 
 
 
 
 

５．義務講習の内容 
問１４ 義務講習の内容  

本交付⾦では、安全講習や森林施業技術の向上のための講習を実施することが義務付けられて
います。令和３年度及び令和４年度に実施（予定含む）した講習について教えてください。 

（当てはまる選択肢１つだけに） 
 
 ①主に安全講習を実施した 
 ②主に森林施業技術の向上のための講習を実施した 
 ③どちらも実施した 
 

問１５ 義務講習の実施内容  
令和３年度及び令和４年度に実施（予定含む）した、安全講習や森林施業技術の向上のための

講習の内容について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①安全装備の着⽤及び安全装備が必要な理由 
 ②動⼒付き機械（チェ－ンソー・刈払機等）の使⽤⽅法 
 ③動⼒付き機械（チェーンソー・刈払機等）の点検・メンテナンス⽅法 
 ④⼿⼯具（ノコギリ・ナタ・カマ等）の使⽤⽅法 
 ⑤⼿⼯具（ノコギリ・ナタ・カマ等）の点検・メンテナンス⽅法 
 ⑥樹⽊の伐倒時の安全対策 
 ⑦樹⽊の運搬時の安全対策 
 ⑧森林内の危険⽣物（クマ・イノシシ・ハチ・ヘビ・ツタウルシ等）対策 
 ⑨急病や負傷時の応急措置（⾃動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使い⽅を含む） 
 ⑩ヒヤリ・ハット事例の共有 
 ⑪熱中症対策 
 ⑫講習の内容は現時点では未定 
 ⑬その他（次ページの⾃由記述欄に回答をお願いします） 
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「⑬その他」にご回答の場合は、具体的な講習内容について教えてください 

 
 
 
 
 
 
問１６ 義務講習の実施⽅法 

令和３年度及び令和４年度に実施（予定含む）した、安全講習や森林施業技術の向上のための講
習の実施⽅法について教えてください。また、講習の実施に際し困っていることがあれば⾃由記述
欄２にご回答ください。（当てはまる選択肢すべてに） 

 
 ①地域協議会職員を講師として招き実施した 
 ②林業普及指導員を主とする都道府県庁職員を講師として招き実施した 
 ③地域協議会、都道府県庁職員以外の講師を招き実施した 
 ④活動組織メンバーのみで実施した 
 ⑤実施⽅法は現時点では未定 
 ⑥その他（下の⾃由記述欄 1 に回答をお願いします） 

 
⾃由記述欄１「⑥その他」にご回答の場合は、具体的な実施⽅法について教えてください 

 
 
 
 
 
 

⾃由記述欄２ 講習の実施に際し、困っていることがあれば教えてください 
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６． 貴団体の活動における資金に関してお伺いします。 
問１７ 活動資⾦の捻出⽅法 
 令和４年度における貴団体の、森林における活動を⾏うための本交付⾦以外の資⾦確保の⽅法
（⾒込含む）について教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
  ①構成員からの会費 
  ②個⼈・企業からの寄付⾦ 
  ③募⾦（インターネット、振込、募⾦箱等を活⽤ ） 
  ④公益法⼈からの助成⾦（緑の募⾦、緑と⽔の森林ファンド等） 
  ⑤国からの交付⾦・助成⾦（本交付⾦は除く） 
  ⑥都道府県からの交付⾦・助成⾦（本交付⾦は除く） 
  ⑦市区町村からの交付⾦・助成⾦（本交付⾦は除く） 
  ⑧企業からの助成⾦ 
  ⑨⾃治会・町内会からの寄付等 
  ⑩森林から得られる⽣産物（薪、炭、⼭菜、キノコ等）の販売収益 
  ⑪⽊材を利⽤した製品等の販売収益 
  ⑫イベント・講習会の参加費 
  ⑬伐採や下草刈等の謝礼⾦や請負⾦などの他の収益事業からの収益 
  ⑭活動場所の所有者（森林所有者、地主等）からの⽀出 
  ⑮クラウドファンディングの活⽤ 
  ⑯特に資⾦源はない 
  ⑰来年度も本交付⾦を活⽤予定である 
  ⑱その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

 
「⑱その他」にご回答の場合は、具体的な活動資⾦の捻出⽅法について教えてください 

 
 
 
 
 
問１８ 本交付⾦以外の交付⾦・助成⾦の活⽤ 
 問 17 で④〜⑧と回答された活動組織に質問します。本交付⾦以外で活⽤されている交付⾦・助
成⾦について、補助⾦・交付⾦制度の管理団体名と制度名を教えてください。 
 

記⼊例︓○○市役所○○課の○○補助⾦、○○株式会社の○○交付⾦ 
 
 
 
 
 
 

④〜⑧を回答した場合 
⇒問 18 へ移動してください 
④〜⑧以外を回答した場合 
⇒問 19 へ移動してください 
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7． 本交付金終了後の貴団体の活動についてお伺いします。 
問１９ 交付⾦終了後の活動の⾒通し 
 交付⾦終了後の活動予定について教えてください。（当てはまる選択肢１つだけに） 
 
 ①現在の活動場所や活動内容での活動を継続し、新たな活動場所や活動内容でも活動する予

定である 
 ②現在の活動場所や活動内容では活動しないが、新たな活動場所や活動内容で活動する予定

である 
 ③現在の活動場所や活動内容で活動を継続する予定である 
 ④活動を縮⼩する予定である 
 ⑤活動を終了する予定である 

 
 

8． 当交付金事業の申請・報告手続きに関してお伺いします。 
問２０ 当交付⾦の申請・報告⼿続きにあたって苦労したこと 
 当交付⾦の申請・報告⼿続きに当たって苦労したことについて教えてください。（当てはまる選
択肢すべてに） 
 
 【申請⼿続きに関すること】 
 ①活動計画書等の申請書類の作成が難しかった 
 ②活動対象地の⾯積の算定が難しかった 
 ③活動計画図の⽤意が難しかった 
 ④⼟地の境界が不明（所有者が不明等含む）でどこまで活動対象地にできるかわからなかった 
 ⑤活動組織の規約の作成が難しかった 
 ⑥名簿（参加同意書）に記載する参加者を集めることが難しかった 
 ⑦活動対象地の確保が難しかった（⼟地利⽤協定書の締結が困難等） 
 ⑧活動の候補地が、交付⾦の要件を満たしているかどうかの確認が難しかった 
 ⑨どのような保険に加⼊すればよいのかわからなかった 
 ⑩どのようなモニタリング調査を選べばよいのかわからなかった 
 ⑪希望する森林づくりの⽬的に適したモニタリング調査⽅法がガイドラインになかった 
 ⑫地元の市町村から有効性、妥当性の同意を得ることが難しかった 
 ⑬書類の量が多く作成に時間がかかった 
 ⑭森林所有者との調整が難しかった。 
 ⑮安全講習や森林施業技術の向上のための講習をどう実施するのか分らなかった、準備が⼤

変だった 
 ⑯特に苦労したことはない 
 ⑰その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

  
「⑰その他」にご回答の場合は、具体的な苦労したことについて教えてください 
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【報告⼿続きに関すること】 
 ①必要な書類（添付書類含む）が何かわからなかった 
 ②領収書等必要な書類の整理・保管が難しかった 
 ③必要な写真を撮影するのに苦労した 
 ④フィルム式のカメラを使っているため、報告書様式に合わせて撮影範囲を決めるのが難し

かった 
 ⑤パソコンの利⽤⽅法がわからず（慣れておらず）、書類作成に苦労した 
 ⑥活動⽇数が多く、記述する内容や写真も多数で書類作成の負担が⼤きかった 
 ⑦作業写真整理帳等に掲載（利⽤）できる写真が少なかった 
 ⑧⾦銭出納簿等に記載する経費の計算が難しかった 
 ⑨本交付⾦の対象となるのかどうかの判断が難しい内容があった 
 ⑩年度末の書類をまとめる際に必要な記録を⼗分に取っていなかった 
 ⑪⼿続きに必要な書類作成に対応できる構成員が少なかった 
 ⑫作業が提出締切⽇近くまで続き、提出期限に間に合わせるのに苦労した 
 ⑬モニタリング調査等、必要な作業を必要書類作成時点で実施していなかった 
 ⑭特に苦労したことはなかった 
 ⑮その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

「⑮その他」にご回答の場合は、具体的な苦労したことについて教えてください 
 
 
 
 
 
問２１ 当交付⾦の申請・報告⼿続きにあたって苦労したことの解決⽅法 
 本交付⾦の申請・報告⼿続きに当たって苦労したことの解決⽅法について教えてください。（当
てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①地域協議会に相談した 
 ②都道府県（地⽅事務所などの出先機関を含む）に相談した 
 ③市町村に相談した 
 ④他の市⺠団体や活動組織に相談した 
 ⑤学識経験者やアドバイザーに相談した 
 ⑥⾃治会や町内会等の地縁団体、地域の住⺠に相談した 
 ⑦企業に相談した 
 ⑧森林組合に相談した 
 ⑨活動組織の構成員のみで解決した 
 ⑩本交付⾦に関する⼿引きやガイドライン等の解説資料を確認した 
 ⑪いまだ問題は解決できていない 
 ⑫その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 

「⑫その他」にご回答の場合は、具体的な解決⽅法について教えてください 
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９． 貴団体の活動における成果についてお伺いします。 
問２２ 交付⾦事業実施を通じた組織における変化（成果） 
 交付⾦事業実施を通じた組織における変化（成果）について、感想を教えてください。（変化ご
とに各 5 段階評価の 1 つだけに） 
 

 
５段階評価  

 
組織における変化 

１
．
⾮
常
に

そ
う
思
う 

２
．
そ
う
思

う ３
．
ど
ち
ら

で
も
な
い 

４
．
そ
う
思

わ
な
い 

５
．
全
く
そ

う
思
わ
な
い 

① 活動組織メンバー内で新たな
⼈間関係が構築できた     

② 地域コミュニティ等の既存の
⼈間関係が強化された     

③ 地域外関係者との⼈間関係が構
築できた     

④ 森林環境や⽣物多様性に関する
理解が深められた     

⑤ 森の⼿⼊れに関して安全意識・
スキルが⾼められた     

⑥ 林業機材の取扱技術が向上した     

⑦ 森林管理・施業に関する知識や
技術の習得が進んだ     

⑧ ⽊材や特⽤林産物（きのこなど）
の⽣産技術が得られた     

⑨ 申請書、報告書等の書類作成
スキルが⾼められた     

⑩ PC、デジカメ等の電⼦機器の
操作が上達した     

⑪ 森林をフィールドとする活動
団体との交流が進んだ     

⑫ 森林や林業に関する⾏政関係者、
組合等との関係構築が進んだ     

⑬ 交付⾦以外の収益確保が出来る
ようになった     

⑭ 交付⾦活⽤後も活動を継続する
ための組織基盤ができた     
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10． モニタリング調査に関してお伺いします。 
問２３ モニタリング調査の内容 
 貴団体が、令和 3 年度及び令和 4 年度に実施した（予定含む）モニタリング調査の内容につい
て、教えてください。「モニタリング結果報告書」に記載予定の調査について教えてください。（当
てはまる選択肢すべてに） 

 

 ①⽊の混み具合調査（相対幹距⽐調査） 
 ②⽊の混み具合調査（間伐率調査） 
 ③⽊の混み具合調査（胸⾼断⾯積調査） 
 ④樹⽊の本数調査 
 ⑤⾒通し調査 
 ⑥⽵の本数調査 
 ⑦⽊材資源利⽤調査 
 ⑧特⽤林産物等利⽤量調査 
 ⑨下草・ササの侵⼊率（被覆率）調査

 ⑩相対照度調査 
 ⑪開空率調査 
 ⑫植⽣調査（下層植⽣調査） 
 ⑬萌芽再⽣率調査 
 ⑭苗⽊の活着状況調査 
 ⑮植⽣調査（植栽⽊の成⻑量調査） 
 ⑯その他 

（下の⾃由記述欄に回答をお願いします） 
 ⑰活動計画書と異なる調査を⾏う予定だが、

まだ具体的な調査⽅法は決まっていない
 

「⑯その他」と回答された場合、具体的なモニタリング調査の内容について教えてください 
 
 
 
 
 
 
 
問２４ 推奨しない調査⽅法 

問２３で⑫植⽣調査（下層植⽣調査）⑬萌芽再⽣率調査 ⑭苗⽊の活着状況調査 ⑮植⽣調査（植
栽⽊の成⻑量調査）と回答された活動組織に質問します。 

林野庁では、これら調査について、植物の⽣態に左右される事柄の調査であり、結果を予測しづら
く⽬標達成の判断が困難であるため、「モニタリング結果報告書」に記載する調査⽅法とすることを
推奨していません。これら調査を選んだ理由を教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①これら調査が⾮推奨であることを知らなかった 
 ②これら調査の代替となる調査が分らなかった 
 ③活動⽬的と直結する調査⽅法であるため、この調査を実施したい 
 ④従来よりこの調査を実施してきたため継続して調査したい 
 ⑤調査⽅法や⽬標を変更しても良いことや、変更⽅法を知らなかった 
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問２５ 設定した数値⽬標の進捗状況 
 活動期間（原則３年間）の終了時に達成すべき数値⽬標について、現時点での進捗状況を教えて
ください。（当てはまる選択肢 1 つだけに） 
 
 ①達成できる⽬途がついている（問 27 へ移動してください） 
 ②達成できるかどうかの⾒通しはついていない（問 26 へ移動してください） 
 ③まだモニタリング初回調査を実施していない（問 27 へ移動してください） 

 
問２６ モニタリングの進捗状況が不⼗分となった理由 
 問 25 で、活動期間（原則３年間）の終了時に達成すべき数値⽬標の達成に向けて、達成できる
⾒通しがついていないと回答した活動組織に質問します。進捗状況が不⼗分となった理由を教えて
ください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①過⼤な数値⽬標を⽴ててしまい、⽬標達成に必要な活動が出来なかった 
 ②植物の⽣態に左右される事柄など効果発揮までに時間を要したり⾒通しが⽴ちにくい数値

⽬標を設定してしまった 
 ③獣害や⾃然災害などの活動後の影響により、達成率が不⼗分となった 
 ④新型コロナや災害などの影響で予定していた活動ができなかった 
 ⑤その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

 
「⑤その他」と回答された場合、具体的な理由を教えてください 

 
 
 
 
 

 
問２７ モニタリング調査⽅法や数値⽬標の変更について 
モニタリング調査⽅法や数値⽬標について変更できることをご存じでしたか。 

（当てはまる選択肢 1 つだけに）  
 ①知っている 
 ②知らなかった 

 
問２８ モニタリング調査⽬標の達成等について 
モニタリング調査の⽬標達成率について、基本的に活動の 3 年後には達成率１００％を⽬指して

いただきたいことや、本事業の成果として対外的なアピールや説明に活⽤されていることをご存じ
でしたか。（当てはまる選択肢すべてに）  
 ①１００％達成すべきであることは知っていた 
 ②対外的なアピールや説明に利⽤されていることは知っていた 
 ③何れも知らなかった 
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11．アドバイザー制度についてお伺いします。 
問２９  アドバイザーの活⽤の希望状況 

令和３年度より本交付⾦の活動内容に応じて技術的⽀援を受けられるよう「森林・⼭村多⾯的機
能発揮対策アドバイザー」の制度が設置されました。今後のアドバイザーの活⽤予定について教え
てください。（当てはまる選択肢 1 つだけにチェック） 

 
 ①活⽤する予定はない 
 ②活⽤を検討している・検討したい（困ったときには相談したい）

 
問３０ アドバイザー制度を活⽤した感想  

アドバイザーを活⽤したことがある活動組織にお伺いします。活⽤されたご感想を教えてくださ
い。（当てはまる選択肢すべてに） 

 
 ①概ね的確な助⾔・指導が得られた 
 ②助⾔・指導を受けたかった内容と異なっていた 
 ③事前の準備（相談内容の整理、説明書類の作成、⽇程調整など）が⼤変だった 
 ④その他（下の⾃由記述欄に回答をお願いします）

 
「④その他」と回答された場合、ご感想を教えてください 

 
 
 
 
 
問３１ アドバイザー制度を活⽤したい分野  

今後アドバイザーの活⽤を検討している・検討したいと回答した活動組織にお伺いします。どの
分野の助⾔・指導を受けたいか教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 

 
 ①森林施業（⽬標設定やモニタリング調査等も含む） 
 ②侵⼊⽵の伐採・除去・利活⽤（⽬標設定やモニタリング調査等も含む） 
 ③森林資源の活⽤（⽊質バイオマス・炭焼き・しいたけ原⽊等）（⽬標設定やモニタリング

調査等も含む） 
 ④森林⽣態、植⽣（希少植物の保護を含む） 
 ⑤他地域との交流・連携(活動内容の調整、交流・環境の整備等) 
 ⑥組織づくり(資⾦調達、企業連携、CSR、情報発信等) 
 ⑦安全対策、安全管理、応急処置 
 ⑧その他森林・⼭村多⾯的機能発揮対策交付⾦に係る活動の推進に関するもの 

（下の⾃由記述欄に回答お願いします）

「⑧その他」と回答された場合、具体的な内容について教えてください 
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問３２ アドバイザー制度を活⽤しない理由 
活⽤したことがない活動組織及び問 29 で活⽤する予定はないと回答された活動組織にお伺いし

ます。活⽤しなかった、活⽤する予定がない理由を教えてください。（当てはまる選択肢すべてに） 
 
 ①特段困っていないため助⾔・指導を受ける必要性がなかった 
 ②必要な助⾔・指導をしてもらいたいアドバイザーが⾒つからなかった 
 ③地域協議会からの助⾔・指導で⼗分だった 
 ④（本制度登録アドバイザー以外の）専⾨家や他団体などに直接、助⾔・指導を依頼した 
 ⑤困っていることはあるが、どのアドバイザーにお願いすればよいのかわからなかった 
 ⑥登録リストに助⾔・指導を受けたいアドバイザーが⾒当たらなかった 
 ⑦アドバイザー利⽤の⽅法がわからなかった 
 ⑧アドバイザー制度について知らなかった 
 ⑨その他（下の⾃由記述欄に回答お願いします）

 
「⑨その他」と回答された場合、具体的な理由を教えてください 
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１２． 本交付金に関するご意見・ご要望についてお伺いします。 
問３３ 本交付⾦に関するご意⾒・ご要望  
 本交付⾦事業全般あるいは地域協議会に対するご意⾒ご要望がございましたら、ご記⼊ください。 
また、本アンケート内容に関することで、気になった点等がございましたら、併せてご意⾒等をい
ただければ幸いです。（以下、⾃由記述欄に回答をお願いします。回答は任意です） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
アンケートは以上です。ご協⼒ありがとうございました。 
記⼊いただいた調査票は、返信⽤封筒に封⼊いただき、令和４年９⽉９⽇（⾦）までに 
投函いただくか、Ｅメールで shinrin-quest@ecosys.or.jp までお送りください。 
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7

１.スギ・ヒノキの大径材生産林の整備

２.人工林をきれいにする

３.広葉樹の森の整備・景観改善・生物多様性に富む森づくり

４.針広混交の複層林化

５.森林再生（植栽地）

６.タケノコの採れる竹林
７.竹の侵入防止

８.山の恵みの活用できる森づくり

目標とする森の姿（目標像）の例

8

86



9

２.人工林をきれいにする
主な作業項目：間伐・除伐・侵入竹の伐採・ツル切り・ササ刈り

当面の改善内容・目標など

林内の光環境の改善

モニタリング方法と調査項目（例）

樹木の本数調査 木の混み具合
調査

林縁部からの
見通し距離

相対幹距比
間伐率

景観改善・獣害抑制

見通し調査

立木本数

10

87



11

50%

( )
50%

100%

12

88



13

14

89



15

16

90



※

17

P25

(Sr)

Sr = 

Sr = Sr = 

18

91



P25

1. 100 ( )
2.

3.

⇒ Sr
(Sr)

19

P17 P64

20

92



P27

1. 100 ( )
2. cm
⇒ ( )

21

P27

22

93



P32

1.

2. (
)

※ (3 )

23

P32

24

94



P36

1. 100 ( )
2. ( 3 )

3.
⇒

25

P36

26

95



P51

1.

2. (5.62m)
3.

27

62

3

28

96



62

29

30

97



31

98



  スキルアップ研修及び現地検討会 ワークショップ・グループトーク用ワークシート     

 
 

［開催日］9 月 14 日（水）午後 

研修プログラム１ ワークショップ（交付申請段階の事務について） 

 

テーマ 交付金の採択に係る事務手続きについて 

・採択審査においての失敗談やお困り事、申請団体からのよくある問合せなど 

 

・審査に関する独自の仕組みや工夫点など 
 

・審査に際して重視すべき視点、申請団体に確認が必要な項目など  
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2 

 

［開催日］9 月 15 日（木）午後 

研修プログラム２ ワークショップ（モニタリングの調査方法について） 

＜事前未送付。時間が余った場合に使⽤します。＞ 

テーマ モニタリング調査方法について 

・モニタリング調査にまつわる日頃の悩みや課題 

  
 
 

・上記の課題解決のヒントや対応策など 
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3 

 

［開催日］9 月 16 日（金）午前 

研修プログラム３ ワークショップ（実施状況報告の事務について） 

 

テーマ 交付金の実施状況報告に係る事務手続きについて 

・受理審査においての失敗談やお困り事、活動組織からのよくある問合せなど  

 

・審査に関する独自の仕組みや工夫点やなど 
 

・審査に際して重視すべき視点、活動組織に確認が必要な項目など  
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4 

 

［開催日］9 月 16 日（金）午前 

研修プログラム４ ワークショップ（関係人口とのマッチング促進） 

 

テーマ マッチングの意義、想定される内容 

・貴協議会において、今後想定されているマッチング促進策（イベント含む）のテーマや内

容、対象（連携する団体や層など） 

 

・マッチング促進策の企画・実施に係る課題（と解決策） 

 

・マッチング促進に向けたアイデア（イベント以外も含む）など 
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自遊クラブ活動地の概要

Ａエリア、Ｂエリア・・・・人工林
Ｃエリア・・・・・・・・・広葉樹林（クヌギ・コナラ林）
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≪ ≫

※
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※

「みどりとふれあうフェスティバル」の概要
日 時 令和4年5月14日（土曜日） 11時～17時

令和4年5月15日（日曜日） 10時～16時
悪天候のため14日は開催中止

場 所 都立木場公園（東京都江東区）
イベント広場、多目的広場等

入場料 無料
内 容 ・キッズ向けプログラム

・大人も楽しいプログラム
主 催 みどりの感謝祭運営委員会（農林水産省・林野庁ほか）
事務局 公益社団法人 国土緑化推進機構
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「みどりとふれあうフェスティバル」の概要
３８の企業・団体等が出展、２４の体験プログラムを実施

111
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114



（結果）
・体験者数 66人
（計画は2日間で60人）
・子どもさんにも、大人にも大人気

（課題）
・体験申込の受付方法の改善
・体験者への情報伝達方法の改善
・体験者（とくに保護者）とのコミュニケー
ションを深めるため、体験時間に余裕をも
たせる。
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1

(N=45
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令和４年度 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 普及セミナー 

１．目的 
本年度の普及セミナーは、昨年度から本交付金のサイドメニューに加わった「関係人口の創出・維持等の活

動」を、今後、各地域でより積極的に活用していくため、その意義や進め方、実際の活用状況および効果的な

取組やそのための留意点などについて、関係者間で共有する場とする。 

２．開催日時 
令和 5 年 2 月 21 日（火曜日） 10：00～15：30 

３．開催場所 
TKP 田町カンファレンスセンター ホール２Ａ （東京都港区芝 5-29-14 田町日工ビル内 2 階）  

４．プログラム 
本交付金を使った活動を進めていく上で重要な、関係人口・交流人口の創出・維持の取組の意義につい

て、地域協議会担当者をはじめ、各関係者に改めて考えてもらうきっかけとするとともに、意義等を理解する

ことにより、活動組織に対する今後の円滑な支援につなげていくことを目指す。 

10:00 開会あいさつ （林野庁） 

10:05 基調講演  ※講演後に質疑応答の時間を設けています

『森林ボランティア活動における関係人口創出の意義と進め方』

古瀬 繁範 様 当交付金評価検証委員会委員 

NPO 法人 地球と未来の環境基金 理事長 

10:55 休憩（5 分） 

活動組織取組報告    ※各発表後に質疑応答の時間を設けています

11:00 『人とつながる森へ』 山本 牧 様 かみかわ里山ネット （北海道） 

11:25 『私と山仕事』  野崎 威三男 様 NPO 法人 馬頭農村塾 代表 （栃木県） 

11:50 『取組状況報告』     内藤 恵梨 様 TAKE NO EN 代表 （長崎県） 

12:15 昼食休憩（60 分） 

地域協議会取組報告  ※各発表後に質疑応答の時間を設けています

13:15 『「関係人口創出・維持」に係る静岡県地域協議会の取組』 長谷川 剛司 様 

静岡県地域協議会 （公益財団法人 静岡県グリーンバンク 事業部長） 

13:35 『関係人口創出・維持タイプ（マッチングイベント）』  佐藤 祐樹 様 

長崎県地域協議会 （長崎森林・山村協議会 事務局） 

13:55 休憩（5 分） 

14:00 ワークショップ

『関係人口創出・維持の進め方を考える』 

※関係人口創出のためのアイデアや取組の工夫について、グループディスカッションを行っていた

だきます。一部のグループより、ディカッションの結果等を発表していただく予定です。

15:30 閉会 
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普及セミナー ワークショップの内容・進め⽅について 
 
  

 関係⼈⼝創出・維持を進めるため、地域の実情に応じたマッチングイベント（出会いの場の提供を⽬的
とするものや関係⼈⼝の取組を⾏うことのメリット等の紹介を⽬的とするもの）などを、各地域にてより
効果的に実施していくことが求められています。そこで、各グループにて関係⼈⼝創出・維持を進めるた
めの取組について、企画やその具体的な進め⽅などを関係者間で話し合い共有する機会とします。 

 
 

 
テーマ 関係⼈⼝創出・維持の進め⽅を考える
ねらい 地域協議会と都道府県庁が、関係⼈⼝の取組を促進するための活動・運営にあたっ

て企画案や⼯夫点、留意事項等を共有し、今後の各地域での企画・運営等にいかす
話し合いの視点
(切り⼝)の例 

準備段階 各地域の現状を話し合い、何が課題か明確にする（仮定の前提条件を定
める）。
課題を踏まえた取組・企画の⽬的と内容を検討。 
活動組織への呼びかけ（例︓呼びかけ対象、活動組織の参加を促すため
の⼯夫・留意点、都道府県・市町村との連携⽅法など） 
関係⼈⼝の対象主体は︖（例︓どこにどうアプローチするかなど）
広報等、参加呼びかけ⽅法（例︓広報媒体、発信上の⼯夫・留意点、都
道府県・市町村との連携⽅法など）

当⽇ 運営上の⼯夫点・留意点など
事後 取組終了後の対応（例︓誰に、なにを、どうやってフォローするかなど）

 
 

■ ワークショップの流れ（14︓00〜15︓20） 
0. （ワークショップの説明︓事務局） 
1. 各グループにて、視点ごとの話し合い・とりまとめ（40 分） 
2. （休憩）※時間調整（10 分） 
3. 話し合い結果の発表※ （20 分） 

※ 話し合いの結果をいくつかのグループより紹介（発表）していただきます。 
4. まとめ 
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令和４年度普及セミナー ワークショップ記入用紙   グループ番号：

準

備 

関係人口創出・維持を進める上での課題（仮定の前提条件） 

課題をふまえた取組（具体の企画内容、目的など） 

活動組織への呼びかけ（呼びかけ方法、参加を促す工夫・留意点、都道府県市町村との連携方法など） 

関係人口の対象主体（どこにどうアプローチするか、呼びかけ方法、発信上の工夫・留意点、都道府県市町村

との連携方法 など） 

当

日 

運営上の工夫点・留意点など 

事

後 

取組終了後の対応（誰に、なにを、どうフォローするか） 

その他、特記事項など 
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